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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

（１）連結経営指標等

回次 第17期 第18期 第19期 第20期 第21期

決算年月 2018年８月 2019年８月 2020年８月 2021年８月 2022年８月

売上高 （千円） 3,438,854 3,927,586 5,406,045 6,214,735 6,255,109

経常利益又は経常損失（△） （千円） 54,375 75,569 117,459 105,637 △231,723

親会社株主に帰属する当期純

利益又は親会社株主に帰属す

る当期純損失（△）

（千円） 9,047 40,951 29,354 54,410 △246,008

包括利益 （千円） 9,253 66,339 62,489 66,441 △263,994

純資産額 （千円） 235,952 369,819 462,568 528,801 195,431

総資産額 （千円） 943,553 1,685,693 2,224,958 2,222,880 2,280,678

１株当たり純資産額 （円） 150.85 198.74 264.02 300.04 112.34

１株当たり当期純利益又は１

株当たり当期純損失（△）
（円） 6.30 25.80 17.62 31.28 △141.42

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益
（円） 6.30 25.27 17.53 － －

自己資本比率 （％） 24.9 18.9 20.6 23.5 8.6

自己資本利益率 （％） 5.0 14.8 7.5 11.1 －

株価収益率 （倍） 123.47 51.86 100.43 57.39 －

営業活動による

キャッシュ・フロー
（千円） 54,909 88,204 295,103 133,323 △460,960

投資活動による

キャッシュ・フロー
（千円） 22,842 △275,719 △294,507 △116,187 △12,714

財務活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △33,694 199,891 286,174 △151,318 342,518

現金及び現金同等物

の期末残高
（千円） 462,948 475,253 761,747 627,565 496,410

従業員数
（人）

219 253 355 391 370

(外、平均臨時雇用者数) （66） （103） （100） （117） （129）

（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、第21期は１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式

が存在しないため記載しておりません。第20期は潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

２．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を当連結会計年度の期首から適

用しており、当連結会計年度に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を適用した後の指標等と

なっております。

３．第21期の自己資本利益率は、親会社株主に帰属する当期純損失を計上しているため記載しておりません。

４．第21期の株価収益率については、１株当たり当期純損失であるため記載しておりません。

５．従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出

向者を含む。）であり、臨時雇用者数は、年間の平均人員を（　　）外数で記載しております。
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（２）提出会社の経営指標等

回次 第17期 第18期 第19期 第20期 第21期

決算年月 2018年８月 2019年８月 2020年８月 2021年８月 2022年８月

売上高 （千円） 3,220,778 3,363,693 3,793,603 4,249,190 4,662,820

経常利益又は経常損失（△） （千円） 43,839 13,445 62,674 130,402 △156,910

当期純利益又は当期純損失

（△）
（千円） 9,389 4,569 40,363 97,730 △159,003

資本金 （千円） 260,080 278,546 360,058 360,058 360,058

発行済株式総数 （株） 1,557,700 1,605,700 1,739,800 1,739,800 1,739,800

純資産額 （千円） 236,322 283,508 494,570 600,521 355,494

総資産額 （千円） 897,719 1,143,879 1,805,877 1,826,099 2,058,287

１株当たり純資産額 （円） 151.09 176.18 284.29 345.21 204.36

１株当たり配当額
（円）

－ － － － －

（１株当たり中間配当額） （－） （－） （－） （－） （－）

１株当たり当期純利益又は

１株当たり当期純損失（△）
（円） 6.54 2.88 24.24 56.18 △91.40

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益
（円） 6.54 2.82 24.10 － －

自己資本比率 （％） 26.2 24.7 27.4 32.9 17.3

自己資本利益率 （％） 5.2 1.8 10.4 17.8 －

株価収益率 （倍） 118.98 464.69 73.03 31.95 －

配当性向 （％） － － － － －

従業員数
（人）

193 208 245 284 275

(外、平均臨時雇用者数) （63） （67） （73） （80） （85）

株主総利回り （％） 141.5 243.3 321.8 326.4 160.9

（比較指標：TOPIX） （％） (107.3) (93.5) (100.0) (121.2) (121.4)

最高株価 （円） 1,020 3,395 2,150 2,200 1,940

最低株価 （円） 490 650 650 1,300 616

（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、第20期は潜在株式が存在しないため、記載しておりませ

ん。第21期は１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を当事業年度の期首から適用し

ており、当事業年度に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を適用した後の指標等となってお

ります。

３．第21期の自己資本利益率は、当期純損失であるため記載しておりません。

４．第21期の株価収益率については、１株当たり当期純損失であるため記載しておりません。

５．当社は配当を行っていないため、１株当たり配当額及び配当性向は記載しておりません。

６．従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であり、臨時雇

用者数は（　　）内に１年間の平均人員を外数で記載しております。

７．最高・最低株価は名古屋証券取引所セントレックス(2022年４月４日以降は名古屋証券取引所ネクスト市場)

におけるものであります。
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２【沿革】

年月 概要

2001年９月 大阪府吹田市江坂町に有限会社マネージメントクリエイティブを設立

2003年７月 株式会社に改組するとともに、事業目的をパソコンの修理、販売等に変更

2003年９月 パソコンに係る解決等（パソコン総合サービス、現 フィールドサポート事業）を開始

2004年６月 パソコン総合サービスに対応する加盟店の募集を開始

2004年７月 ジャパンベストレスキューシステム株式会社とパソコン総合サービスに係る業務提携を締結

2006年４月 株式会社東芝とパソコン総合サービスに係る業務提携を締結

2006年６月 神戸市東灘区に神戸支部を開設（現所在地：神戸市兵庫区）

2006年７月 本社を大阪府吹田市広芝町に移転　／　東京都新宿区に東京本部を開設（現所在地：東京都港区）

2007年３月 ISMS認証基準を取得（現JIS Q 27001:2006(ISO/IEC 27001:2005)）

2007年４月 福岡市博多区に福岡支部を開設

2007年７月 名古屋市中区に名古屋支部を開設（現所在地：名古屋市東区）

2008年１月 商号を日本PCサービス株式会社に変更

2008年３月 千葉県船橋市に千葉支部を開設（現所在地：千葉市中央区）

2008年８月 株式会社ヨドバシカメラとパソコン総合サービスに係る業務提携を締結

2009年１月 横浜市港北区に横浜支部を開設（現所在地：横浜市神奈川区）

2009年３月 本社にコールセンターを開設（現 会員サポートセンター事業を開始）

2009年６月 京都市下京区に京都支部を開設　／　さいたま市大宮区に埼玉支部を開設

2009年９月 プライバシーマークを取得

2011年11月 東京都立川市に西東京支部を開設

2012年10月 会員制電話／リモートサポート・無償保証期間延長等の『アフターサービス保証』を開始

2013年４月 東京都江東区にイオン南砂店を開設

2014年11月 名古屋証券取引所セントレックス（現ネクスト）に株式を上場

2015年１月 札幌市白石区に札幌支部を開設

2015年４月 広島市西区に広島支部を開設

2015年７月 シンガポールのV SYSTEM PTE. LTD.の株式取得

2015年８月

2015年12月

2016年３月

2016年11月

有限会社有明電子サービスの全株式取得（2017年６月　リペアネットワーク株式会社に社名変更）

株式会社mom（現IoTマーケティング株式会社・連結子会社）の全株式取得

ITサポートサービス株式会社設立

神奈川県厚木市に厚木支部を開設

2017年６月

2019年３月

2019年９月

2020年１月

 

2020年３月

2020年４月

2020年５月

2020年７月

2020年８月

2020年11月

2021年２月

2021年４月

2021年８月

2021年９月

2021年12月

2022年６月

2022年８月

ITサポートサービス株式会社の全株式を譲渡

株式会社スマホスピタル（現・連結子会社）および株式会社Axis（現・連結子会社）の株式取得

デジタル遺品サポートサービスを開始

スマホステーション株式会社設立

ヘルプデスク神戸センター（神戸市中央区）ビジネスサポート渋谷事務所（東京都渋谷区）を開設

株式会社ネクストラインの全株式取得

株式会社PEIとの合弁契約により、日本PCマーケティング株式会社設立

パソコン整備士協会（現IT整備士協会）理事長に当社代表取締役家喜信行が就任

株式会社スマホスピタルおよび株式会社Axisの全株式取得により完全子会社化

シンガポールのV SYSTEM PTE. LTD.の全株式を譲渡

仙台市青葉区に仙台支部を開設

ビジネスサポート梅田センター（大阪市北区）を開設

ビジネスサポート渋谷事務所を新砂センター（東京都江東区）として移設

ミナソル株式会社（現・連結子会社）の全株式取得

静岡県浜松市に浜松支部を開設

デジタルかかりつけ医『e-おうち』サービス開始

小規模事業所のIT機器まとめてサポート「アフターPCケアfor Business」サービス開始

スマホステーション株式会社を存続会社として、同社と日本PCマーケティング株式会社を経営統合
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３【事業の内容】

当社グループの事業は、パソコンやスマートフォン・タブレット端末・ゲーム機、デジタル家電等のネットワーク

対応機器に関する設定設置やトラブルに対し、訪問や持込み、または電話で対応、解決するサービスの提供を行って

おります。

事業セグメントは、スマートライフサポート事業による単一セグメントであり、同事業はフィールドサポート事業

と会員サポートセンター事業に区分されます。

 

①　フィールドサポート事業

　フィールドサポート事業では、パソコンやスマートフォン・タブレット及びIoT機器等のトラブルを解決する

サービスを全国対応・年中無休で提供しております。パソコンやスマートフォン、IoT機器等は、快適な生活に

欠かせないものである一方、「使い方が分からない」、「パソコンやITへの苦手意識がある」等、ユーザーの皆

様が抵抗感や難しさを感じていることが少なからずあります。当該事業では対象となる機器の修理にとどまら

ず、こうした状況の解消に向け、安心・安全・快適なサービスの提供を推進しております。

　当該事業では、北海道から九州までの主要都市に直営店舗を展開して正社員を配置するとともに、その他の地

域では、当社と加盟店契約を締結しているパソコンサポート業者（加盟店）やフランチャイズ店を通じて、全国

でサポートサービスを展開しております。当社直営店及び加盟店やフランチャイズ店は、それぞれの担当地域に

おいて、作業依頼を受けた各種サービスを直接、訪問先や来店されたお客様に対して提供しております。当社

コールセンターでは、顧客の問い合わせに迅速に対応するため、即日訪問を基本とした日程調整の上、顧客の最

寄りの当社直営店もしくは加盟店に対し、作業手配を行っております。なお、当該事業には、「駆けつけサポー

ト」と「代行設定サポート」があります。

 

≪駆けつけサポート≫

主にパソコンやパソコンデータに関するトラブルの解決やホームネットワークを活用した快適ライフを実

現するため、全国即日訪問によりトラブルの解決から設定設置、データの移行や復旧、廃棄まで対応する

ワンストップ・サポートを提供しております。また、顧客の要望に合わせたパソコン等の商品販売や、

サービス提供後のアフターサポートなども提供しております。

また、店舗への来店客を中心としたスマートフォン・タブレット修理サービスも提供しております。

 

≪代行設定サポート≫

当社と委託契約を締結している提携企業からの依頼に基づき、パソコンをはじめとするネットワーク対応

機器などの設定を代行して行う、セットアップサービスを提携企業の顧客に対して提供しております。

 

②　会員サポートセンター事業

　会員サポートセンター事業は、当社会員や委託契約を締結している提携企業の会員に対し、電話もしくはリ

モート（遠隔操作）により、パソコンをはじめとするネットワーク対応機器の設定・故障対応等のサービスを当

社コールセンターで提供しております。なお、現地での対応が必要な顧客に対しては訪問サポートの案内も行っ

ております。

 

当社グループの事業系統図は、次のとおりであります。
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４【関係会社の状況】

名称 住所
資本金
（千円）

主要な事業の内容

議決権の所
有（又は被
所有）割合
（％）

関係内容

（連結子会社）

リペアネットワーク株

式会社（注）２

熊本市中央区 10,000
各種電気製品の修理、

販売
100

役員の兼任あり。

資金援助あり。

IoTマーケティング株式

会社
大阪府吹田市 9,000

コンピューターハード

ウェア及びソフトウェ

アの販売

100 役員の兼任あり。

株式会社スマホスピタ

ル（注）３、４
大阪市北区 10,000

スマートフォン・タブ

レット・ゲーム機の修

理店「スマホスピタ

ル」の運営

100 役員の兼任あり。

株式会社Ａｘｉｓ

（注）３
大阪市北区 10,000

スマートフォン・タブ

レット・ゲーム機の部

材の仕入販売

100 役員の兼任あり。

スマホステーション株

式会社（注）１
東京都武蔵野市 10,000

スマートフォン修理店

の運営

100

〔10〕
役員の兼任あり。

株式会社ネクストライ

ン
大阪府吹田市 3,000

インターネット光回線

システムの販売、設置
100 役員の兼任あり。

ミナソル株式会社

（注）５
東京都台東区 10,000 コールセンターの運営 100 役員の兼任あり。

（その他の関係会社）

ジャパンベストレス

キューシステム株式会

社

名古屋市中区 780,363
生活トラブル解決サー

ビス
（22） 資本・業務提携あり。

（注）１．「議決権の所有（又は被所有）割合」欄の〔内書〕は間接保有であります。

　　　２．債務超過会社であり、2022年8月末時点で債務超過額は△75,780千円であります。

　　　３．特定子会社であります。

　　　４．株式会社スマホスピタルについては、売上高（連結会社相互間の内部売上を除く）の連結売上高に占める割合

が10％を超えております。

主要な損益情報等 （１）売上高 846,139千円

 （２）経常利益 △21,360 

 （３）当期純利益 △10,810 

 （４）純資産額 76,964 

 （５）総資産額 342,344 

　　　５．債務超過会社であり、2022年8月末時点で債務超過額は△45,976千円であります。
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５【従業員の状況】

（１）連結会社の状況

 2022年８月31日現在

セグメントの名称 従業員数（人）

スマートライフサポート事業 370 （129）

合計 370 （129）

（注）１．当社グループはスマートライフサポート事業の単一セグメントであります。

２．従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出

向者を含む。）であり、臨時雇用者数は、年間の平均人員を（　　）外数で記載しております。

 

（２）提出会社の状況

    2022年８月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（千円）

275 （85） 35.1 4.7 4,029

（注）１．当社はスマートライフサポート事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記載を省略しておりま

す。

２．従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であり、臨時雇

用者数は、年間の平均人員を（　　）外数で記載しております。

３．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

 

（３）労働組合の状況

　労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。
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第２【事業の状況】

１【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

　文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

 

　「電気・ガス・水道」に続く、第４の生活インフラとなった情報通信ネットワークですが、PC・スマートフォン・

タブレット等の普及に加えて、IoT化（モノのインターネット化）、スマートハウス化、ロボット化の波は、今後の

少子高齢化の進行も追い風となり、ますます市場の拡大が続くことが予想されます。またRPA市場の発達や第５世代

移動通信システムである５Gの本格的な導入、さらに新型コロナウィルス感染症拡大によるテレワークの普及、GIGA

スクール構想によるPC・タブレットの教育背施設への設置、及びデジタル庁の設立等によりネットワークの普及が加

速された結果、これらの設置設定・メンテナンス・修理のニーズは、社会的役割が重視されると共に、増加の一途を

たどっております。

　このような状況の中、当社グループでは、これらのニーズに応えるべく、優秀な人材の確保、教育研修による企業

理念、経営理念の浸透を継続的に実践し、社会から信頼され、お客様や提携企業様に対して、安心安全なサービスの

提供を続けてまいります。

(1）会社の経営の基本方針

　当社グループは、「１人ひとりのお客様に最適なスマートライフを！」を企業理念に掲げ、自宅やオフィスで

利用するパソコンに限らず、スマートフォン・タブレット端末、デジタル家電をはじめとしたネットワーク対応

機器からHEMS（HOME ENERGY MANAGEMENT SYSTEM）に至るまで、あらゆるIoT機器に対するサポートサービスをワ

ンストップで提供することに努めております。また１人ひとりのお客様に合わせた最適なスマートライフ（ホー

ムネットワークの導入であらゆる機器がつながることで、より便利で快適に過ごすことができる生活環境）の実

現に向け、エンジニア集団としてではなく、コンシェルジュサービスを提供するスペシャリスト集団として挑戦

し続けてまいります。

　さらに、社会貢献、法令遵守の徹底、適正な利益の追求、経営の透明性と健全性の確保等を通じて、株主や取

引先等のステークホルダーの皆様にも喜んでいただける会社として存在し、社会への貢献に継続的に取組んでま

いります。

 

(2）目標とする経営指標

　当社グループは、収益基盤の構築による利益確保を優先事項として認識しており、売上高、営業利益および営

業利益率を経営上の重要な指標として位置付けており、現在は2025年8月期を最終年度とする中期経営計画に取

り組んでおります。

[中期経営計画の概要]

　連結売上高　　７５億円

　連結営業利益　　３億８千万円

　連結営業利益率　５％

 

(3）中長期的な会社の経営戦略

　当社グループは、情報通信ネットワークのスペシャリストとして、ブランド力、対応力、品質力、組織力の４

つの力で市場を開拓していくことを経営戦略に掲げ、認知度の向上やトラブル対応領域の拡充によりサポート

サービスのスタンダード化を推進してまいります。

　また中長期的な成長戦略の一環として、必要な経営資源を積極的に投入し、新たな集客・アプローチ方法によ

る集客力の向上、「家まるごと・オフィスまるごと」のサポート領域拡充及びサービス内容の更なる充実、適正

人員の配置と人材教育を進めてまいります。

 

(4）会社の優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　以下の事項を当社グループの優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題として認識しております。

①　認知度の向上

　当社グループは、パソコンをはじめとするスマートフォン・タブレット端末、デジタル家電、ウェアラブ

ル端末やロボットなどのホームIoT機器、通信OA機器、家庭用インターネット回線等に関するワンストップ

サポートサービスを提供しております。当該事業における顧客の消費動向は、主としてトラブルの発生に起

因するものであり、顧客の購買意欲の喚起による需要の創出が困難であるため、さらなる集客の拡大におい

ては認知度の向上が必要不可欠であると認識しております。そのため、当該事業及び展開ブランドの認知度

をより一層向上させ、顧客に身近なサービスとして浸透させることを目的として、現行のWebマーケティン

グを主体とする広告・宣伝等へ積極的に取り組んでまいります。
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②　事業領域の拡大

　当社グループの主たるサポート領域はパソコンやパソコン関連機器でありますが、パソコンにおいては、

市場の成熟による成長の鈍化や、コロナ禍における急激な普及の反動減等により、出荷台数は減少するもの

と予測されます。そのため当社グループは、あらゆるIT・IoT分野で事業領域の拡大を進めており、スマー

トフォン修理会社のグループ化をはじめとして、既存のパソコン総合サービス業と全グループ会社とのシナ

ジー効果の最大化に取り組んでおります。他方、当社グループが掲げる「家まるごと・オフィスまるごとサ

ポート」の実現については、取扱対象機器を、従来のパソコンを中心とした機器群から、デジタル家電、

ウェアラブル端末やロボットなどのホームIoT機器、インターネット回線、通信OA機器等へと拡大してまい

りました。今後においても、市場の成長が期待されるIT・IoT関連機器におけるサポート領域の拡大に取り

組むとともに、企業理念である「１人ひとりのお客様に最適なスマートライフを！」に基づき、顧客の住環

境の変化に合わせたサービスの構築をしてまいります。

 

③　組織基盤の強化

　当社グループが展開する事業において、事業の拡大には優秀な人材の確保と育成が重要な課題であると認

識しております。顧客の最適なスマートライフの実現に向け、今後も積極的な人材採用を行うとともに、専

門的な技術、知識等を有する人材育成制度の充実に取り組んでまいります。

 

④　個人情報の管理

　当社グループでは、会員、契約者及び協力会社、代理店等の個人情報を扱っているため、お客様や提携企

業様に安心してサービスをご利用いただけるよう、情報セキュリティマネジメントシステム要求事項及び個

人情報保護マネジメントシステム要求事項に適合した管理体制を維持、運用する必要があると考えておりま

す。そのため、セキュリティポリシーに基づいたセキュリティレベルの設定やリスクアセスメントを継続的

に運用し、組織全体にわたってセキュリティ管理体制を構築・監視しリスクマネジメントを実施しておりま

す。

 

⑤　コンプライアンス体制の強化

　会社を存続、成長させるためにはコンプライアンス経営を遂行することが重要であり、また、顧客・株

主・取引先・従業員等の全てのステークホルダーに資するものと認識しております。そのため、当社及び当

社子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するため、「リスク・コンプライアンス委員会」を設

置し、事業活動における様々なリスクに備えるとともに、企業倫理に違反する行為の早期発見・是正並びに

不正防止に対応できる体制をつくるため、社内の通報（相談）窓口を設けております。今後も、当社及び当

社子会社の役職員等のコンプライアンス教育体制の構築等を進め、当社グループ全体の内部統制が有効に機

能する体制づくりに取り組んでまいります。

 

⑥　内部管理体制の強化

　現在、当社グループは成長段階にあり、業務の効率化及びリスクを管理する内部管理体制の強化が重要な

課題であると考えております。このため、当社グループは、コーポレート業務を整備し、経営の公平性と透

明性を確保するための内部管理体制を強化してまいります。

　具体的には、顧客管理やクレーム管理を強化して顧客満足を高め、業務上のリスクを把握するとともにコ

ンプライアンス体制の強化を図ることにより、当社グループが継続して効率的かつ安定的な経営を推進する

ことを方針としております。これらの課題に対処するため、事業規模や必要な人材の採用を適宜行い、組織

体制の強化を行ってまいります。

 

２【事業等のリスク】

　当社グループの経営成績、財政状態等に重要な影響を及ぼす可能性のある事項には、以下のようなものがありま

す。

　なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

①　市場の動向

　当社グループは、RPA市場の発達や第５世代移動通信システムである５Gの本格的に導入が進められる中、新型

コロナウィルス感染症により、テレワークが急激に浸透した結果、それに伴うネットワーク環境の整備ニーズは

急務となりました。加えてGIGAスクール構想やデジタル庁の設立等、市場はますます拡大されていくことが予想

されますが、当社グループの想定しない事象の発生によって市場が縮小傾向へと反転した場合には、当社グルー

プの事業及び業績に影響を及ぼす可能性があります。

 

②　情報セキュリティについて

　当社グループは、事業遂行に関連して、多数の個人情報及び事業に関する営業秘密を有しております。これら

の情報管理には万全を期しており、さらに情報管理体制の強化、社員教育等を通じ漏洩を防ぐ対策を講じており
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ますが、予期せぬ事態によりかかる情報が流出し、第三者が不正取得し使用した場合には、当社グループの社会

的評価や競争力が低下し、当社グループの事業及び業績に影響を及ぼす可能性があります。

　また、当社グループの事業活動において情報システムの役割は極めて重要であり、当社グループではこれを防

御する方策を行っておりますが、コンピュータウイルス、ソフトウェア及びハードウェアの障害、災害、テロ等

により当該システムが機能不全に陥った場合には、業務に支障をきたし、当社グループの事業及び業績に影響を

及ぼす可能性があります。

 

③　コンプライアンス・内部統制について

　当社グループは、事業を遂行する上で「特定商取引に関する法律」のほか、「個人情報の保護に関する法

律」、「消費者契約法」、「不当景品類及び不当表示防止法」、「独占禁止法」等による法的規制を受けており

ます。当社グループは、コンプライアンス（法令遵守等）、財務報告の適正性の確保を始めとする目的達成のた

めに企業理念、経営理念、経営方針を制定し、従業員一人ひとりがこれを遵守し、法令・社会規範・倫理に則っ

た行動をするよう周知徹底をしております。さらに、「リスク・コンプライアンス委員会」を設置し、定期的に

委員会を開催しコンプライアンスの徹底に取り組んでおります。

　しかしながら、コンプライアンスを始めとした内部統制システムには一定の限度があり、常に有効に運用でき

る保証はなく、法令違反等が生じた場合には、当社グループの事業及び業績に影響を及ぼす可能性があります。

 

④　特定人物への依存について

　当社の事業活動の推進にあたり、当社代表取締役社長である家喜信行は、経営方針、経営戦略の決定及び推進

において重要な役割を果たしております。当社は、役員及び幹部社員への権限の委譲、取締役会や経営会議等に

おいて情報の共有を図り、同氏に過度に依存しない組織体制の構築を進めております。

　しかしながら、何らかの理由により同氏の業務遂行が困難になった場合には、当社グループの事業及び業績に

影響を及ぼす可能性があります。

 

⑤　人材の確保・育成について

　当社グループは、パソコン、パソコン周辺機器、スマートフォン、タブレット端末、デジタル家電等のネット

ワーク対応機器に関するトラブルや設定設置に対し、訪問、店舗への持込み、または電話で対応することによ

り、解決するサービスの提供を主要業務としており、今後も安定的、継続的に高品質のサービスを提供していく

ためには、優秀な人材の確保・育成が必要であると考えております。

　しかしながら、当社グループの求める人材の確保・育成が計画どおりに進まなかった場合には、当社グループ

の事業及び業績に影響を及ぼす可能性があります。

 

⑥　ジャパンベストレスキューシステム株式会社との関係について

　ジャパンベストレスキューシステム株式会社（以下、同社とする。）は、当連結会計年度末現在、当社の発行

済株式総数の22.07％を保有し、同社は当社のその他の関係会社になっております。

　現状においては、当社グループの政策・方針、事業展開等については、当社独自の決定により進めており、一

定の独立性は確保されていると認識しておりますが、何らかの事象により、同社の影響力が今以上となり、独立

性が弱まった場合には、当社の政策・方針等の決定に何らかの影響を及ぼす可能性があります。

 

⑦　事業領域の拡大について

　当社グループでは、収益基盤をさらに拡大するために、今後もシナジー効果が見込める業務提携などにより、

新たな周辺事業領域へ事業の領域を拡大する可能性があります。

　しかしながら、将来の事業環境の変化等により、新たに拡大した事業が、当初の予測どおりに推移せず、投資

に見合ったリターンが得られなかった場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。
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⑧　配当政策について

　当社グループは、株主に対する利益還元を経営の重要課題の一つとして認識しておりますが、財務体質の強化

を図るため、これまで配当を実施しておりません。将来的な利益還元については、経営基盤の強化と事業拡大に

より、財務体質が改善され、十分な内部留保が確保でき、且つ継続的かつ安定的な配当は見込めると判断した際

においては、配当を実施していく方針であります。

　しかしながら、現時点において配当実施の可能性及びその実施時期等については、未定であります。

 

⑨　自然災害など予測困難な事情について

　当社グループは、地震・台風・ハリケーン・洪水・津波・竜巻・豪雨・大雪・火山活動などの自然災害などに

より、通信ネットワークや情報システムなどが正常に稼働しなくなった場合、当社グループの各種サービスの提

供に支障をきたす可能性があります。これらの影響が広範囲にわたり、復旧に相当時間を要した場合、将来の当

社グループの財政状態及び業績に重要な影響を及ぼす可能性があります。また、新型コロナウィルス感染症のよ

うな未知の感染症が蔓延した場合には、営業活動が大きく制限されるなど、その被害を完全に回避できるもので

はなく当社グループの事業に影響を与える可能性があります。

 

⑩　大手検索エンジン会社による広告ポリシーの変更について

　当社グループへの問い合わせや、店舗へ来店されるお客様は、大手検索エンジン会社の検索システムを利用さ

れる方が多数おられます。これらの会社の広告ポリシーやルール変更は、当社の広告宣伝戦略に大きな影響を与

え、一時的に集客力へ影響するリスクがあります。

 

⑪　新型コロナウイルス感染症対策について

　当社グループでは、新型コロナウィルス感染症に関する予防、及び拡大の防止に万全の対策を実施しており、

お客様や従業員の安全安心に配慮したオペレーションを徹底しております。

　それらを優先するため、通常の営業活動が大きく制限される事態となった場合には、当社グループの事業に影

響を与える可能性があります。

 

３【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（１）経営成績等の状況の概要

　当連結会計年度における当社グループ（当社及び連結子会社）の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状

況の概要は次のとおりであります。

 

①財政状態及び経営成績の概要

　当連結会計年度（2021年９月１日～2022年８月31日）における我が国経済は、新型コロナウイルス感染症の拡大

が続く中、年初頃より感染力の強いオミクロン株が確認され、その対応策としての行動制限等により、経済活動は

大きな影響を受けました。加えてロシア・ウクライナ情勢による資源価格の高騰と世界的な価格転嫁により先行き

不透明な状態が続いております。

　当社グループが属する情報通信サービス業界におきましては、企業活動へのデジタル技術の導入、DX（デジタル

トランスフォーメーション）、IT化、AI技術の活用等に対する投資意欲の高まりにより中長期的な市場拡大が見込

まれるものの、GIGAスクール構想による端末需要の反動減や長引くコロナ禍による個人消費の冷え込み等により依

然として回復が見込まれない状況です。

　このような状況の中、当社グループにおきましては、創業事業である駆けつけ訪問サービスの成長、高成長が見

込めるビジネスソリューション事業の拡大、トータルサポートサービスの提供により会員制度を充実させることに

よる安定したストック収益事業の展開により事業拡大を目指しましたが、大手検索エンジン会社の広告ポリシーの

変更（本書10頁「事業等のリスク」⑩に記載）による急激な集客減（SEO対策の強化等により足元では回復してお

ります）や、オミクロン株による行動制限の影響により厳しい状況が続きました。
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　これらの結果、当連結会計年度の財政状態及び経営成績は以下のとおりとなりました。

a.財政状態

　当連結会計年度末の資産合計は、前連結会計年度末に比べて57百万円増加し、2,280百万円となりました。

　当連結会計年度末の負債合計は、前連結会計年度末に比べて391百万円増加し、2,085百万円となりました。

　当連結会計年度末の純資産合計は、前連結会計年度末に比べて333百万円減少し、195百万円となりました。

b.経営成績

　当連結会計年度の売上高は6,255百万円（前年同期比0.6％増）、営業損失は225百万円（前年同期は営業利益103

百万円）、経常損失は231百万円（前年同期は経常利益105百万円）、親会社株主に帰属する当期純損失は246百万

円（前年同期は親会社株主に帰属する当期純利益54百万円）となりました。

　なお、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等の適用により、売上高は69百

万円増加し、営業損失、経常損失はそれぞれ９百万円損失が増加しております。

 

②キャッシュ・フローの状況

　当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、496百万円となりました。

　当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動により使用した資金は、460百万円となりました。これは主に、税金等調整前当期純損失204百万円の発

生、減価償却費59百万円及びのれん償却費83百万円並びに売上債権182百万円及び棚卸資産48百万円の増加等によ

るものであります。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動により使用した資金は、12百万円となりました。これは主に、無形固定資産の取得による支出34百万

円、投資有価証券の売却による収入43百万円によるものであります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動により獲得した資金は、342百万円となりました。これは主に、短期借入金の純減額300百万円、長期借

入れによる収入230百万円、社債の発行による収入100百万円、長期借入金の返済による支出264百万円によるもの

であります。
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生産、受注及び販売の実績

　当社グループの事業は、パソコンやスマートフォン・タブレット端末、デジタル家電等のネットワーク対応機器に

関する設定設置やトラブルに対し、訪問または電話で対応、解決するサービスの提供を行うスマートライフサポート

事業による単一セグメントであるため、事業区分別に記載しております。

（１）生産実績

　該当事項はありません。

 

（２）仕入実績

　当連結会計年度における仕入実績は、以下のとおりであります。

事業区分

当連結会計年度
(自 2021年９月１日
至 2022年８月31日)

仕入高(千円) 前年同期比(％)

フィールドサポート事業 1,438,002 △12.1

会員サポートセンター事業 2,305 △2.6

合計 1,440,307 △12.1

 

（３）受注実績

　該当事項はありません。

 

（４）販売実績

　当連結会計年度における販売実績は、以下のとおりであります。

事業区分

当連結会計年度
(自 2021年９月１日
至 2022年８月31日)

販売高(千円) 前年同期比(％)

フィールドサポート事業 5,076,709 △2.3

会員サポートセンター事業 1,178,400 15.5

合計 6,255,109 0.6
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（２）経営者の視点による経営成績等の状況に関する分析・検討内容

　文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において判断したものであります。

①当連結会計年度の財政状態の分析

（資産）

　当連結会計年度末における資産は、2,280百万円となり、前連結会計年度に比べ57百万円増加しました。

　流動資産については、1,600百万円となり、前連結会計年度に比べ164百万円増加しました。これは主に、売掛

金が182百万円、商品が52百万円及び前払費用が37百万円増加し、現金及び預金が131百万円減少したことによる

ものであります。

　固定資産については、680百万円となり、前連結会計年度に比べ106百万円減少しました。これは主に、繰延税

金資産が19百万円増加し、有形固定資産が15百万円及び無形固定資産が93百万円減少したことによるものであり

ます。

 

（負債）

　当連結会計年度末における負債は、2,085百万円となり、前連結会計年度に比べ391百万円増加しました。

　流動負債については、1,419百万円となり、前連結会計年度に比べ395百万円増加しました。これは主に、短期

借入金が300百万円、１年内返済予定の長期借入金が30百万円及び契約負債が127百万円増加し、未払法人税等が

51百万円、その他の流動負債が27百万円減少したことによるものであります。

　固定負債については、665百万円となり、前連結会計年度に比べ４百万円減少しました。これは主に、社債が

60百万円増加し長期借入金が64百万円減少したことによるものであります。

 

（純資産）

　当連結会計年度末における純資産は、195百万円となり、前連結会計年度に比べ333百万円減少しました。これ

は主に、資本剰余金が126百万円及び利益剰余金が180百万円減少したことによるものであります。

 

②当連結会計年度の経営成績の分析

（売上高）

　当連結会計年度の売上高は6,255百万円となりました。

　フィールドサポート事業については、大手検索エンジン会社の広告ポリシー変更減（SEO対策の強化等により

足元では回復しております）及びオミクロン株による行動制限等の影響により低迷し、ビジネスソリューション

事業においては、大型キッティング案件の遅延や従業員の新型コロナ感染症感染による作業員不足及び営業機会

損失等により利益率が低下するなどの結果、売上高は5,076百万円（前年同期は5,194百万円）となりました。

　会員サポートセンター事業については、会員サポートメニューの充実や保証・保険付きサービスの提携拡大及

び訪問時の提案等により売上高が増加した結果、売上高は1,178百万円（前年同期は1,020百万円）となりまし

た。

 

（売上総利益）

　当連結会計年度における売上原価は4,146百万円となりました。これは主に、売上原価における製造原価を

2,781百万円計上したこと等によるものであります。

　以上の結果、当連結会計年度における売上総利益は2,108百万円となりました。

 

（営業利益）

　当連結会計年度における販売費及び一般管理費は2,333百万円となりました。これは主に、給与手当を735百万

円計上したことと、広告宣伝費を277百万円計上したことによるものです。

　以上の結果、当連結会計年度における営業損失は225百万円となりました。

 

（経常利益）

　当連結会計年度における営業外収益は８百万円となりました。これは主に助成金収入を3百万円計上したこと

と、雑収入を３百万円計上したことによるものです。また、営業外費用は14百万円となりました。これは主に、

支払利息を10百万円計上したことによるものであります。

　以上の結果、当連結会計年度における経常損失は231百万円となりました。
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（親会社株主に帰属する当期純利益）

　当連結会計年度における法人税等合計は39百万円となりました。また、非支配株主に帰属する当期純利益は１

百万円となりました。

　以上の結果、当連結会計年度における親会社株主に帰属する当期純損失は246百万円となりました。

 

③キャッシュ・フローの状況の分析

　「（１）経営成績等の状況の概要 ② キャッシュ・フローの状況」に記載のとおりであります。

 

④重要な会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

　連結財務諸表の作成に当たって用いた会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定のうち、重要なものについて

は、「第５　経理の状況　１ 連結財務諸表等（１）連結財務諸表　注記事項（重要な会計上の見積り）」に記載

のとおりであります。

 

⑤経営成績に重要な影響を与える要因

　「２（事業等のリスク）」に記載のとおりであります。

 

⑥経営戦略の現状と見通し

　新型コロナウイルス感染症の拡大による行動制限は、足元では徐々に緩和されておりますが、資源価格の高騰や

円安の進行等が続く中、引き続き厳しい状況が続くものと予想されます。このような状況の中、当社グループにお

きましては、以下の対策による業績の「Ｖ字回復」に努めて参ります。

 

・法人向け事業の構造改革

　ビジネスソリューションの見積精査と代行設定サポートの不採算案件の見直し

・スマホサポートの強化

　大手通信会社の修理運営受託、駆けつけサポートの開始、リサイクル事業の拡大

・　リブランディング戦略

　「ONE-STOP DIGITAL HOSPITAL」を共通コンセプトとしたグループ各社のリブランディングを推進

 

　以上の結果、2023年8月期の連結業績予想につきましては、売上高6,635百万円（当連結会計年度比6.1％増）、

営業利益38百万円（当連結会計年度は営業損失225百万円）、経常利益30百万円（当連結会計年度は経常損失231百

万円）、親会社株主に帰属する当期純利益１百万円（当連結会計年度は親会社株主に帰属する当期純損失246百万

円）を見込んでおります。

　なお、2024年8月期を最終年度とする中期経営計画（連結売上高100億円、連結営業利益率７％:2019年12月12日

開示）につきましては、当時には予測出来なかった新型コロナウイルス感染症の拡大や資源価格の高騰、及び急激

な円安進行による消費の冷え込み等を考慮した結果、2025年8月期を最終年度とする現実的な中期経営計画（連結

売上高75億円、連結営業利益率５％）に変更しております（詳細につきましては、2022年10月14日に開示しており

ます決算説明資料を参照下さい）。

 

〔資本の財源及び資金の流動性〕

　当社グループの資本の財源及び資金の流動性につきましては、次のとおりであります。

　当社グループの運転資金需要のうち主なものは商品の仕入のほか、販売費及び一般管理費等の営業費用でありま

す。投資を目的とした資金需要は、設備投資及びM&A等によるものであります。

　当社グループは、事業運営上必要な資金の流動性と資金の源泉を安定的に確保することを基本方針としておりま

す。

　短期運転資金は自己資金及び金融機関からの短期借入を基本としており、設備投資や長期運転資金の調達につきま

しては、金融機関からの長期借入を基本としております。また、多額な資金需要が発生した場合にはエクイティファ

イナンス等による調達手段を検討し対応することを基本としております。
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４【経営上の重要な契約等】

　当社の子会社である、スマホステーション株式会社及び日本PCマーケティング株式会社は、2022年８月１日を効力

発生日として、スマホステーション株式会社を存続会社、日本PCマーケティング株式会社を消滅会社とする吸収合併

を行いました。

 

　なお、詳細については、「第５　経理の状況　１ 連結財務諸表等（１）連結財務諸表　注記事項（企業結合等関

係）」に記載のとおりであります。

 

５【研究開発活動】

該当事項はありません。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当連結会計年度における設備投資等の総額は、40,017千円であります。

その主なものは集客向上のためのホームページ改修等を目的としたソフトウェアへの投資20,476千円であります。

　なお、当連結会計年度において重要な設備の除却、売却等はありません。

 

２【主要な設備の状況】

（１）提出会社

2022年８月31日現在
 

事業所名
(所在地)

設備の内容

帳簿価額（千円）
従業員数
(名)

建物
工具、器具
及び備品

リース資産 その他 合計

本社及び大阪支部

(大阪府吹田市)

本社事務所

コールセンター

営業設備

2,388 7,380 － 25,935 35,704 115 (51)

直営店舗 15拠点

(東京都港区 他)

事務所

営業設備
2,973 3,382 － － 6,355 94 (5)

ヘルプデスクセンター

４拠点

（神戸市中央区 他）

事務所

コールセンター

営業設備

8,574 3,031 － － 11,605 26 (21)

ビジネスサポート

センター ２拠点

（大阪市北区 他）

事務所

営業設備
3,163 1,571 － － 4,734 40 (2)

（注）１．現在休止中の主要な設備はありません。

２．従業員数は就業人員数で表示しており、臨時雇用者数は（　）内に外数で記載しております。

３．帳簿価額のうち、「その他」は、ソフトウェア等であります。

 

（２）国内子会社

2022年８月31日現在
 

事業所名
(所在地)

設備の内容

帳簿価額（千円）
従業員数
(名)

建物
工具、器具
及び備品

リース資産 その他 合計

株式会社スマホスピタル

(大阪市北区)

本社事務所

営業設備
18,543 1,435 － 68,603 88,582 60 (30)

株式会社Ａｘｉｓ

(大阪市北区)

事務所

営業設備
711 209 － 630 1,551 9 (5)

スマホステーション

株式会社

（東京都武蔵野市）

事務所

営業設備
1,676 159 － 1,163 2,999 8 (6)

ミナソル株式会社

（東京都台東区）

事務所

営業設備
2,416 0 － 239 2,655 2 (1)

（注）１．現在休止中の主要な設備はありません。

２．従業員数は就業人員数で表示しており、臨時雇用者数は（　）内に外数で記載しております。

３．帳簿価額のうち、「その他」は、商標権及びソフトウェア等であります。
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３【設備の新設、除却等の計画】

当社グループの設備投資については、景気予測、業界動向、投資効率等を総合的に勘案して策定しております。設

備計画は原則的に連結会社各社が個別に策定しておりますが、計画策定に当たってはグループ会議において提出会社

を中心に調整をはかっております。

なお、当連結会計年度末現在における重要な設備の新設、除却等の計画は次のとおりであります。

 

（１）重要な設備の新設

　重要な設備の新設の計画はありません。

 

（２）重要な改修

　重要な重要な改修の計画はありません。

 

（３）重要な設備の除却等

　重要な設備の除却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 4,160,800

計 4,160,800

 

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数

（株）
（2022年８月31日）

提出日現在発行数
（株）

（2022年11月28日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 1,739,800 1,739,800
名古屋証券取引所

ネクスト市場

単元株式数は

100株であります。

計 1,739,800 1,739,800 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

 

②【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

③【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2018年８月９日

（注）１
130,000 1,557,700 49,530 260,080 49,530 244,580

2018年９月１日～

2019年８月31日（注）２
48,000 1,605,700 18,466 278,546 18,466 263,046

2019年９月１日～

2020年８月31日

（注）３（注）４

134,100 1,739,800 81,512 360,058 81,512 344,558

2021年11月25日（注）５ － 1,739,800 － 360,058 △131,961 212,597

　（注）

１．有償第三者割当（第三者割当増資）

発行価格　　　　　　　　　 762円

資本組入額　　　　　　　381.00円

割当先　　　株式会社オウケイウェイヴ

２．新株予約権の行使による増加

３．新株予約権の行使による増加

４．有償第三者割当（第三者割当増資）

発行価格　　　　　　　　 1,915円

資本組入額　　　　　　　957.50円

割当先　　　ジャパンベストレスキューシステム株式会社
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５．会社法第448条第１項の規定に基づき、資本準備金を減少し、その他資本剰余金へ振替えたものでありま

す。

 

（５）【所有者別状況】

       2022年８月31日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数100株）
単元未満
株式の状況
（株）

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数

（人）
0 1 7 19 3 0 383 413 －

所有株式数

（単元）
0 16 401 5,510 864 0 10,590 17,381 1,700

所有株式数の割合

（％）
- 0.09 2.31 31.70 4.97 - 60.93 100 －

(注)・自己株式212株は、「個人その他」に２単元、「単元未満株式の状況」に12株含まれております。

・所有株式数の割合は、小数点以下第３位を四捨五入にて計算しております。

 

（６）【大株主の状況】

  2022年８月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

家喜　信行 兵庫県川辺郡猪名川町 646,000 37.13

ジャパンベストレスキュー

システム株式会社
愛知県名古屋市中区錦１丁目１０－２０号 384,100 22.07

ＮＯＭＵＲＡ　ＰＢ　ＮＯＭＩ

ＮＥＥＳ　ＬＩＭＩＴＥＤ　Ｏ

ＭＮＩＢＵＳ－ＭＡＲＧＩＮ

（常任代理人　野村證券株式会

社）

１　ＡＮＧＥＬ　ＬＡＮＥ，　ＬＯＮＤＯ

Ｎ，　ＥＣ４Ｒ　３ＡＢ，　ＵＮＩＴＥＤ　

ＫＩＮＧＤＯＭ

（東京都中央区日本橋１丁目１３－１）

81,200 4.66

ＪＩＡ＆ＩＥバリュー・イノ

ベーション有限責任事業組合
東京都港区芝２丁目３－１２ 72,800 4.18

ギグワークス株式会社 東京都港区虎ノ門２丁目１０番１号 62,100 3.56

イノベーション・エンジン株式

会社
東京都港区芝２丁目３－１２ 47,995 2.75

守屋　博隆 大阪府豊中市 40,900 2.35

松井証券株式会社 東京都千代田区麴町１丁目４番地 32,400 1.86

日本ＰＣサービス従業員持株会 大阪府吹田市白芝町９番３３号 24,300 1.39

株式会社ＰＥＩ 大阪市北区梅田１丁目１番３－２７００ 18,100 1.04

計 － 1,409,895 81.04
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2022年８月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 200 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 1,737,900 17,379 －

単元未満株式 普通株式 1,700 － －

発行済株式総数  1,739,800 － －

総株主の議決権  － 17,379 －

 

②【自己株式等】

    2022年８月31日現在

所有者の氏名
または名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

日本PCサービス

株式会社

大阪府吹田市広芝町

９番３３号
200 － 200 0.01

計 － 200 － 200 0.01

 

２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得

 

（１）【株主総会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

 

（２）【取締役会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

　該当事項はありません。
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（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

 株式数（株）
処分価額の総額

（円）
 株式数（株）

処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、株式交付、会社分割に係る
移転を行った取得自己株式

－ － － －

その他
（－）

－ － － －

保有自己株式数 212 － 212 －

（注）当期間における保有自己株式数には、2022年11月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

り　　　による株式は含まれておりません。

 

３【配当政策】

　当社は、株主に対する利益還元を経営の重要課題の一つとして認識しておりますが、財務体質の強化を図るため、

これまで配当を実施しておりません。

　将来的な利益還元につきましては、経営体質の強化と事業拡大のために必要な内部留保を確保しながら、継続的か

つ安定的な配当を実施していく方針であります。

　内部留保資金につきましては、経営体質の強化を図るとともに、事業拡大のための投資に有効活用してまいりま

す。

　配当の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であります。

　なお、当社は、「取締役会の決議によって、毎年２月末日の最終の株主名簿に記載または記録された株主または登

録株式質権者に対し、会社法第454条第５項に定める剰余金の配当をすることができる。」旨を定款に定めておりま

す。
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４【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの概要】

①　コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

　当社は、事業環境の変化に対応した迅速な意思決定を重視し、経営の効率性を高めるとともに、永続的な事業

発展、持続的な企業価値の増大、株主及び顧客をはじめとするステークホルダーからの信頼を得るため、経営の

健全性確保並びにコンプライアンスの徹底により、最適な経営管理体制の構築に努めております。

 

②　企業統治の体制の概要及び当該体制を採用する理由

　当社の取締役会は、取締役９名（うち３名が社外取締役）で構成され、毎月開催する定時取締役会に加え、必

要に応じ臨時取締役会を開催しております。取締役会では、法令で定められた事項、経営に関する重要な事項の

決定及び業務執行の監督を行っております。

議　長：代表取締役社長　家喜信行

構成員：常務取締役　田邊憲昭　稲田恵　濱﨑慎一

　　　　取締役　大下慧治　藤井悠　有田真紀（社外）　板東浩二（社外）　三井智映子（社外）

 

　当社は、重要会議として経営会議を毎月1回開催しております。経営会議は、常勤役員および執行役員、並び

に各部門長の他、代表取締役社長が必要に応じて指名する管理職が参加しております。経営会議においては、取

締役会付議事項の協議や各部門からの業務執行状況及び月次業績の報告と審議が行われております。また、重要

事項の指示・伝達等により認識の統一を図る機関として機能しております。

　当社は代表取締役社長を委員長とし、常勤役員及び委員長が指名した委員で構成されたリスク・コンプライア

ンス委員会を適宜、開催しております。法令等に違反または違反の可能性がある行為が発生した場合やリスク事

案が顕在化した場合、さらに、コンプライアンス、企業倫理、リスク管理に関して経営上、重要な影響を及ぼす

おそれのある問題が発生した場合に、リスク・コンプライアンス委員会を随時開催し、対応等を審議・決定して

おります。

　当社は、監査役会設置会社であり、当社の監査役会はガバナンスのあり方と運営状況を監視し、取締役を含め

た経営の日常活動の監査を行っております。監査役会は、監査役３名（うち２名が社外監査役）で構成され、原

則として月１回開催しております。常勤監査役は、取締役会の他、重要な会議に出席し、取締役の職務遂行につ

いて厳正な監視を行うとともに、積極的に意見を述べ、意思決定の過程や取締役の業務執行状況について確認が

できる運営体制となっております。また、非常勤監査役は弁護士及び公認会計士であり、それぞれの専門的見地

から経営監視を実施しております。

議　長：常勤監査役　小関明子

構成員：監査役　香川晋平（社外）　北畑瑞穂（社外）

 

　また当社は、当社および当社グループの適切なコーポレート・ガバナンスの構築および経営の透明性の確保に

資することを目的に、取締役会の常設の諮問および勧告機関として、社外取締役および代表取締役で構成される

指名・報酬委員会を設置し、以下の事項について審議し、取締役会に答申します。

(1) 取締役の選任および解任に関する株主総会議案

(2) 代表取締役および役付取締役の選定・職務分担・解職に関する事項

(3) 子会社取締役および執行役員等の経営幹部の選任および解任に関する事項

(4) 取締役の報酬および報酬限度額に関する株主総会議案等に関する事項

(5) 子会社取締役および執行役員等の経営幹部の報酬に関する事項

(6) 前１乃至５号を決議するために必要な基本方針、規則および手続の制定、変更、廃止

(7) 後継者計画（育成を含む）に関する事項

(8) その他、取締役および執行役員等の経営幹部の選任及び解任並びに報酬等に関して指名・報酬委員会

が必要と認めた事項

(9) その他経営上の重要事項で、取締役会が必要と認めた事項

 

　同委員会は、上記の各事項について、自ら調査をし、取締役会に対して意見を述べ、助言、勧告をすることが

できます。第21期（2022年８月期）においては、１回開催いたしました。
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なお指名・報酬委員会の委員は以下の通りであります。

社外取締役・独立役員　板東 浩二 （委員長）

社外取締役・独立役員　有田 真紀

代表取締役社長　　　　家喜 信行

 

　当社の業務執行体制、経営監視及び内部統制のしくみは下図のとおりであります。

　当該体制を採用することにより経営の監視・監査機能の充実及び透明性を確保し、コーポレート・ガバナンス

の一層の強化を図っております。
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③企業統治に関するその他の事項

　・内部統制システムの整備の状況

当社は、会社法及び会社法施行規則に基づき、内部統制システムの基本方針を以下のとおり定め、業務の適正

を確保するための体制の整備に努めております。

ａ．当社及び当社子会社の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

・当社及びグループ全体に影響を及ぼす重要事項については、当社取締役会において協議し決定する。ま

た、各取締役は、取締役会において定期的に職務の執行状況を報告する。なお、取締役会は「取締役会規

程」に基づき原則として月１回開催する。

・当社及び当社子会社の監査役は、自社の取締役会への出席、業務執行状況の調査等を通じて取締役の職務

執行が法令及び定款に適合することを検証し、監視機能の実効性向上に努める。

・当社は、当社代表取締役社長を委員長とする「リスク・コンプライアンス委員会」を設置し、コンプライ

アンスリスクに関する重要な問題の審議の実施、及びコンプライアンス体制の構築・維持・向上を図ると

ともに、当社及び当社子会社の取締役及び使用人への啓蒙に努める。

・当社は、「内部通報制度」に基づき、法令・社会規範等の違反行為等の早期発見、是正を目的として、社

内外に匿名で相談・申告できる「リスク・コンプライアンス窓口」を設置し、効果的な運用を図る。

ｂ．当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

・株主総会及び取締役会の議事録、経営及び業務執行に関わる重要な情報について、法令及び「文書管理規

程」、「稟議規程」等の関連規程に従い、適切に記録し、定められた期間保存する。

・「文書管理規程」、「稟議規程」等の関連規程は、必要に応じて適時見直し改善を図る。

ｃ．当社及び当社子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

・各事業部の責任者は、管轄業務に関する適切なリスクマネジメントを実行するとともに、事業活動に重大

な影響を及ぼすおそれのあるリスクについては、経営会議、リスク・コンプライアンス委員会等で審議し

リスク管理を行う。

・当社代表取締役社長をリスク管理の総括責任者として任命し、各担当取締役と連携しながら、リスクを最

小限に抑える体制を構築する。

・有事の際は、「リスク・コンプライアンス委員会規程」、「緊急リスク対策本部運営規程」に基づき、当

社代表取締役社長が直ちに「緊急リスク対策本部」を設置し、規程に準拠した体制を整備するとともに、

必要に応じて顧問弁護士等と迅速な対応を図る。

ｄ．当社及び当社子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

・当社及び当社子会社は、業務分掌及び決裁権限に関する規程等において、各取締役の業務執行の分担を明

確にし、適正かつ効率的に職務が行われる体制を構築する。

・各取締役は、管轄する部署が実施すべき具体的な施策の決定及び効率的な業務執行体制の整備を行うとと

もに、取締役会において目標に対する進捗状況を報告する。

・取締役会における意思決定にあたっては、十分かつ適切な情報を各取締役に提供する。

・経営及び業務執行に必要な情報について、ITを活用し迅速かつ的確に各取締役が共有する。

ｅ．当社及び当社子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

・当社は、「子会社管理規程」等の関連規程に基づきグループ各社を管理する。

・グループ各社の経営については、各社の自主性を尊重しつつ、業務執行状況、財務状況その他の重要情報

について当社への定期的な報告を求めるとともに、重要事項を行うときは事前に当社への協議または報告

を求める。

・グループ各社において、法令及び社内規程等に違反またはその懸念がある事象を発見した場合には、直ち

に当社の主管部署、リスク・コンプライアンス委員会及び監査役に報告する体制とする。グループ各社の

リスク管理体制については、主管部署が総合的に指導及び支援を行うものとする。

・当社内部監査担当者は、グループ各社に対する内部監査を定期的に実施し、業務の適正性を監査する。内

部監査担当者はその結果を、適宜、当社監査役及び代表取締役社長に報告するものとする。

ｆ．当社の監査役が職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項並びにそ

の使用人の取締役からの独立性に関する事項

・監査役の職務を補助する使用人について、取締役会は監査役と協議を行い、必要に応じて当該使用人を任

命及び配置する。

・監査役が指定する補助すべき期間中は、指名された使用人への指揮権は監査役に移譲されたものとし、取

締役の指揮命令は受けない。
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ｇ．当社及び当社子会社の取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する体

制

・当社及び当社子会社の取締役及び使用人は、取締役会、経営会議、リスク・コンプライアンス委員会等の

重要な会議への監査役の出席を通じて、職務の執行状況や会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事項等

について報告する。

・当社及び当社子会社の取締役及び使用人は、取締役会に付議する重要な事項、その他重要な決定事項、重

要な会計方針・会計基準及びその変更、内部監査の実施状況等を監査役に報告する。

・当社及び当社子会社の取締役及び使用人は、当社監査役から業務執行に関する報告を求められたときは、

迅速かつ的確に対応する。

・報告をした者が、当社の監査役へ報告したことを理由として不利な取扱いがなされないことを確保するた

めの体制を整備する。

ｈ．当社の監査役の職務の執行について生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事項

・監査役は、職務の執行に必要な費用について請求することができ、当社は当該請求に基づき支払いを行

う。

ｉ．その他当社の監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

・監査役は代表取締役社長と定期的に会合を開き、意思の疎通及び意見交換を実施する。

・会計監査人及び内部監査担当者と意見交換や情報交換を行い、連携を保ちながら必要に応じて調査及び報

告を求めることができる体制を構築する。

ｊ．反社会的勢力排除に向けた基本方針及び体制

・「反社会的勢力対応規程」に基づき、反社会的勢力・団体・個人とは一切関わりを持たず、不当・不法な

要求にも応じないことを基本方針とし、その旨を役員及び使用人全員に周知徹底する。

・平素より関係行政機関などからの情報収集に努め、事案の発生時には関係行政機関や法律の専門家と緊密

に連絡を取り、組織全体として速やかに対処する。

 

　・リスク管理体制の整備の状況

　当社では、各部門での情報収集をもとに経営会議やリスク・コンプライアンス委員会などの重要会議を通じて

リスク情報を共有しつつ、リスクの早期発見及び未然防止に努めております。また、必要に応じて弁護士、公認

会計士、行政書士、税理士、社会保険労務士等の外部専門家からアドバイスを受けられる良好な関係を構築する

とともに、監査役監査及び内部監査を通じて、潜在的なリスクの早期発見及び未然防止によるリスク軽減に努め

ております。

 

　・子会社の業務の適正を確保するための体制整備の状況

子会社の重要案件につきましては、当社との事前協議、事前承認を行うこととしており、子会社の自主性を尊重

しつつ、子会社の取締役の職務の執行の効率を確保しております。

また、子会社を当社の内部監査部門による監査範囲として定期的に監査を実施し、子会社並びに当社の代表取締

役へ報告するとともに、子会社の内部統制状況を把握・評価することとしております。

 

　・責任限定契約の内容の概要

　当社と社外取締役及び各社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償

責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく賠償責任の限度額は、会社法第425条第１項に定め

る最低責任限度額としております。なお、当該責任限定が認められるのは、当該社外取締役または各社外監査役

が責任の原因となった職務の遂行について善意でかつ重大な過失がないときに限られます。

 

　・役員等賠償責任保険契約の内容の概要

　当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結しておりま

す。当該保険契約の被保険者の範囲は当社及び子会社に属する役員であり、被保険者は保険料を負担しておりま

せん。当該保険契約により、その職務の執行に関し責任を負うこと又は当該責任の追及に係る請求を受けること

によって生ずる損害賠償金や争訴費用等が填補されることになります。

 

　・取締役の定数

　当社の取締役は９名以内とする旨定款に定めております。
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　・取締役の選任の決議要件

　当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株

主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めております。

　また、取締役の選任決議は、累積投票によらないものとする旨定款に定めております。

 

　・取締役会で決議できる株主総会決議事項

a.中間配当

　当社は、株主への機動的な利益還元を可能とするため、会社法第454条第５項の規定により、取締役会の決議

によって毎年２月末日を基準日として、中間配当を行うことができる旨を定款に定めております。

 

b.自己株式の取得

　当社は、経営環境の変化に対応した機動的な資本政策の遂行を可能とするため、会社法第165条第２項の規定

に基づき、取締役会の決議をもって市場取引等により自己の株式を取得することができる旨を定款に定めており

ます。

 

c.取締役及び監査役の責任免除

　当社は、会社法第426条第１項の規定により、取締役会の決議をもって同法第423条第１項の行為に関する取締

役（取締役であった者を含む。）及び監査役（監査役であった者を含む。）の責任を法令の限度において免除す

ることができる旨定款に定めております。これは、取締役及び監査役が職務を遂行するにあたり、その能力を十

分に発揮して、期待される役割を果たしうる環境を整備することを目的とするものであります。

 

　・株主総会の特別決議要件

　当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株

主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めており

ます。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを

目的とするものであります。
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（２）【役員の状況】

①　役員一覧

男性　7名　女性　5名　（役員のうち女性の比率41.7％）

役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数
(株)

代表取締役

社長
家喜　信行 1976年３月11日生

1998年４月　翼システム株式会社入社
2003年７月　当社代表取締役社長
2015年８月　リペアネットワーク株式会社取締役
2015年12月　IoTマーケティング株式会社代表取締役
2019年３月　株式会社スマホスピタル取締役

株式会社Axis取締役
2020年１月　スマホステーション株式会社取締役(現任)
2020年３月　株式会社ネクストライン取締役(現任)
2020年４月　日本PCマーケティング株式会社取締役
2020年５月　IT整備士協会理事長(現任)
2021年４月　株式会社スマホスピタル代表取締役(現任)
2021年８月　ミナソル株式会社取締役(現任)
2021年９月　当社代表取締役社長(現任)
2022年４月　株式会社Axis代表取締役(現任)

（注）３ 646,000

常務取締役

管理部長
田邊　憲昭 1966年５月12日生

2000年３月　株式会社ラウンドワン入社
2018年10月　当社入社
2019年９月　当社執行役員管理部長
2019年11月　当社取締役管理部担当兼管理部長
2019年３月　株式会社スマホスピタル取締役（現任）

株式会社Axis取締役（現任）
2020年１月　スマホステーション株式会社取締役(現任)
2020年３月　株式会社ネクストライン取締役(現任)
2020年４月　日本PCマーケティング株式会社取締役
2020年５月　IT整備士協会監事(現任)
2021年８月　ミナソル株式会社取締役(現任)
2021年９月　当社常務取締役兼管理部長(現任)

（注）３ 1,600

常務取締役

社長補佐

インフラ事業本部長

採用戦略室長

稲田　恵 1985年２月８日生

2006年１月　当社入社
2011年11月　当社取締役コールサービス事業部統括部長
2013年４月　当社常務取締役CS事業部担当
2019年６月　当社常務取締役事業管掌兼カスタマーサービス部

長兼広報・ブランディング推進室長
2019年９月　当社常務取締役事業管掌兼カスタマーソリュー

ション事業本部長
2020年３月　株式会社ネクストライン取締役(現任)
2020年９月　当社常務取締役事業管掌
2021年９月　当社常務取締役社長補佐
2022年９月　当社常務取締役社長補佐兼インフラ事業本部長兼

採用戦略室長(現任)

（注）３ 5,100

常務取締役

営業本部長
濱﨑　慎一 1982年10月15日生

2004年６月　テルウェル西日本株式会社入社
2010年８月　当社入社
2013年９月　当社PCサービス西日本事業部大阪支部店長
2015年１月　当社FS直営店事業部第１ブロック長
2016年９月　当社FS直営店事業部長
2018年10月　当社執行役員FS事業本部 FS直営店事業部長

2019年３月　当社執行役員ビジネスソリューション事業本部長

兼 ヘルプデスク事業部長

2019年11月　当社取締役ビジネスソリューション事業本部担当
兼ビジネスソリューション事業本部長

2020年４月　日本PCマーケティング株式会社取締役
2020年11月　IoTマーケティング株式会社取締役(現任)
2021年９月　当社常務取締役ビジネスソリューション事業本部

長
2022年９月　当社常務取締役営業本部長

（注）３ 1,000
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数
(株)

取締役 大下 慧治 1987年10月29日生

2014年５月　当社入社
2016年９月　当社FS直営店事業部第３ブロック長
2018年９月　当社FS加盟店事業部長
2019年５月　当社FS直営店事業部長
2019年９月　当社執行役員FS直営店事業部長
2020年３月　株式会社ネクストライン取締役(現任)
2020年９月　当社執行役員カスタマーソリューション事業本部

長兼FS直営店事業部長兼東日本ブロック長
2021年９月　当社執行役員当社執行役員カスタマーソリュー

ション事業本部長兼アライアンス推進室長
2021年11月　当社取締役カスタマーソリューション事業本部長

兼アライアンス推進室長
2021年12月　株式会社スマホスピタル取締役(現任)
2022年９月　当社取締役サービス企画担当(現任)

（注）３ －

取締役

WEB戦略室長

広報・ブランディング

推進室長

藤井　悠 1985年７月12日生

2007年８月　株式会社なかむら入社

2015年６月　当社入社

2017年９月　当社WEB戦略室長

2019年９月　当社執行役員 兼 WEB戦略室長 兼 広報・ブラン

ディング推進室長

2019年11月　当社取締役 兼 WEB戦略室長 兼 広報・ブラン

ディング推進室長（現任）

（注）３ 200

取締役 有田　真紀 1968年７月10日生

1996年６月　センチュリー監査法人（現EY新日本有限責任監査

法人）入所

1999年４月　公認会計士登録

2003年７月　公認会計士有田事務所開設　所長（現任）

2014年11月　当社取締役（現任）

2015年５月　株式会社ダイケン取締役（現任）

2017年６月　株式会社栗本鐵工所監査役（現任）

（注）１

（注）３
－

取締役 板東　浩二 1953年11月23日生

1998年６月　株式会社NTTぷらら代表取締役
2010年６月　株式会社アイキャスト代表取締役
2015年12月　ジャパンケーブルキャスト株式会社取締役(現任)
2018年５月　株式会社ジャパンコンテンツファクトリー代表取

締役
2019年３月　株式会社イースト・グループ・ホールディングス

取締役
2019年６月　テック情報株式会社監査役(現任)
2019年７月　株式会社NTTぷららEP(Executive Principal)

　　　　　　株式会社アイキャストEP(Executive Principal)

　　　　　　株式会社ネクストベース取締役(現任)
2019年８月　株式会社IGポート取締役(現任)
2021年１月　吉積ホールディングス株式会社取締役(現任)
2021年５月　JNSホールディングス株式会社取締役(現任)
2021年７月　船井電機株式会社代表取締役
2021年11月　当社取締役（現任）

（注）１

（注）３
－

取締役 三井　智映子 1982年10月12日生

2012年７月　株式会社フィスコ(業務提携)
2020年４月　金融アナリストとして独立
2021年６月　株式会社オフィスはる代表取締役(現任)
2021年11月　当社取締役（現任）

（注）１

（注）３
－
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数
(株)

監査役

(常勤）
小関　明子 1978年７月24日生

1997年４月　ヤマトシステム開発株式会社入社

2009年12月　当社入社

2011年３月　当社PCサービス事業本部PCサービス東日本事業

部　事業統括マネージャー

2013年４月　当社PCサービス事業本部PCサービス東日本事業

部　課長

2015年10月　当社内部監査室長

2021年11月　当社監査役（現任）

（注）４ 600

監査役 香川　晋平 1972年５月17日生

1995年４月　センチュリー監査法人

（現 新日本有限責任監査法人）入所

1999年４月　公認会計士登録

2003年３月　株式会社オンテックス入社

2003年７月　株式会社オンテックス取締役

2006年３月　有限会社ユアーブレーン

（現株式会社K&Pコンサルティング）代表取締役

2007年２月　当社監査役（現任）

2010年５月　株式会社オンテックス監査役（現任）

2014年１月　香川会計事務所（現K&P税理士法人）所長(現任)

2014年４月　株式会社サンテック監査役（現任）

2015年３月　伊丹ダイキン空調株式会社監査役（現任）

2017年５月　株式会社加貫ローラ製作所監査役（現任）

2020年９月　株式会社K&Pインベストメント社員（現任）

2020年12月　株式会社イズム監査役（現任）

（注）２

（注）４
－

監査役 北畑　瑞穂 1970年８月27日生

2002年10月　弁護士登録

岸憲治法律事務所入所

2011年１月　みずほ法律事務所開設、代表（現任）

2013年11月　当社監査役（現任）

（注）２

（注）４
200

計 654,700

（注） １．取締役有田真紀、板東浩二及び三井智映子は、社外取締役であります。

２．監査役香川晋平及び北畑瑞穂は、社外監査役であります。

３．取締役の任期は、2021年11月25日開催の定時株主総会終結の時から、２年以内に終了する事業年度のうち最

終のものに関する定時株主総会終結の時までであります。

４．監査役の任期は、2021年11月25日開催の定時株主総会終結の時から、４年以内に終了する事業年度のうち最

終のものに関する定時株主総会終結の時までであります。

５．当社では、意思決定・監督と執行の分離による取締役会の活性化のため、また、能力主義に基づく積極的な

人材の登用のため、執行役員制度を導入しております。なお、執行役員は７名で、構成は以下のとおりとな

ります。

　　　守屋 博隆 　： 社長室 室長

　　　瀧本 拓也 　： 本社営業部 部長

　　　奥田 恵一郎 ： 東京営業部 部長

　　　外山 雅彦　 ： BPOソリューション事業部 部長

　　　石田 学　　 ： ストック営業室 室長

　　　横田 昌宏　 ： 情報システム部 部長

　　　兼久 裕史　 ： グループ会社システム担当
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６．当社は、2022年11月25日開催の第21期定時株主総会において、法令に定める監査役の員数を欠くこととなる

場合に備え、補欠監査役１名を選任しました。補欠監査役　俵﨑　晶は、監査役　小関明子の補欠監査役で

す。補欠監査役の選任の効力は2023年８月期に係る定時株主総会の開始の時までであり、また、補欠監査役

が監査役に就任した場合の任期は、退任した監査役の任期の満了する時までとなります。補欠監査役の略歴

は、以下のとおりです。
 

役名 氏名 生年月日 略歴
所有
株式数
(株)

補欠監査役 俵﨑　晶 1983年７月10日

 

－

2016年７月　当社入社

2017年９月　FS直営店事業部広島支部　店長

2018年９月　FS加盟店事業部事務課　課長代理

2019年３月　FS加盟店事業部セールス課　課長

2021年９月　内部監査室　課長(現任)

 
 

②　社外役員の状況

　当社は、経営への監視を強化するため、社外取締役を３名及び社外監査役を２名選任しております。

　社外取締役である有田真紀氏は、公認会計士としての高度な知識、知見に基づき、企業経営における会計の専

門家としての立場から、客観的、中立的な監督機能の役割を期待し、社外取締役に選任しております。

　社外取締役である板東浩二氏は、企業経営に関する長年にわたる豊富な経験及び実績を有しており、その能力

及び見識を当社の経営に活かして頂くものと期待し、社外取締役に選任しております。

　社外取締役である三井智映子氏は、金融アナリストとして多数企業の財務分析、市場動向調査に関する経歴と

専門知識を有していることから、財務の健全性を確保しながら市場動向を意識した経営に、その経験を反映頂け

るものと期待し、社外取締役に選任しております。

　社外監査役である香川晋平氏は、公認会計士としての高度な知識、知見に基づき、企業経営における会計の専

門家としての立場から、客観的、中立的な監査機能の役割を期待し、社外監査役に選任しております。

　社外監査役である北畑瑞穂氏は、弁護士としての高度な知識、知見に基づき、企業経営における法律の専門家

としての立場から、客観的、中立的な監査機能の役割を期待し、社外監査役に選任しております。

　当社と社外取締役及び社外監査役との間に、重大な利益相反を生じさせ、また、独立性を阻害するような人

的・資本的関係はありませんが、役員持株会を通じて当社株式を保有しております。

　また、当社は、社外取締役または社外監査役を選任するための独立性に関する基準または方針として明確に定

めており、選任にあたっては当該基準をもとに、専門的な知識に基づく客観的かつ適切な監督または監査といっ

た機能及び役割が期待され、十分な独立性が確保できることを前提として、経歴や当社との関係を踏まえて個別

に判断しております。

 

③　社外取締役又は社外監査役による監督又は監査と内部監査、監査役監査及び会計監査との相互連携並びに内部

統制部門との関係

　当社は、社外取締役３名を選任し、監査役３名のうち２名を社外監査役とし、毎月１回の定時取締役会、臨時

取締役会への出席等、取締役の職務執行について厳正な監視を行うとともに独立性を確保しております。また、

監査役は、定期的に会計監査人、取締役及び内部監査室との意見交換を十分に行うことにより、相互に連携を図

ることとしております。

　当社の社外取締役および社外監査役の選任にあたっては、取締役及び執行役員の職務執行について厳正な監視

を行うことができるよう、経営陣から一定の距離にある外部者を選任することとしております。
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（３）【監査の状況】

①　監査役監査の状況

　監査役監査は、重要書類の閲覧、重要な会議への出席等により取締役の日常業務の執行状況を監査し、毎月開

催する監査役会にて情報・意見交換を行っております。また、監査役は平素より取締役と意思疎通を図り情報収

集と監査環境の整備に努めております。常勤監査役１名及び社外監査役２名で構成され、社外監査役香川晋平氏

は公認会計士及び税理士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有するものであります。

当事業年度開催の監査役会14回のうち、小関監査役は14回、香川監査役は14回、北畑監査役は12回出席致しまし

た。香川監査役は公認会計士及び税理士として、北畑監査役は弁護士としての専門的な見地から適宜発言を行っ

ております。

 

②　内部監査の状況

　内部監査は代表取締役社長直属の内部監査室が担当し、２名の専従で内部監査計画に基づき各部門及び各拠点

の実務および運用の全てに対して監査を実施し、業務運営の適正性・効率性等を確保するための検証及び指導を

直接的に実施しております。内部監査室、監査役及び会計監査人は、相互に連携を図るため、情報・意見交換を

行い、監査の有効性・効率性を高めております。

 

③　会計監査の状況

a.監査法人の名称

　桜橋監査法人

 

b.継続監査期間

　２年間

 

c.業務を執行した公認会計士

　宮崎　博

　川﨑　健一

 

d.監査業務に係る補助者の構成

　公認会計士　　４名

　その他　　　　２名

 

e.監査法人の選定方針と理由

　当社の監査法人の選定方針は、専門性、独立性、職務遂行能力を備え、当社の会計監査が適正に行われること

を確保されることを勘案し、選定しております。

当社監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合は、株主総会に

提出する会計監査人の解任または不信任に関する議案の内容を決定します。

また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合は、監査役全員の同意

に基づき、会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株

主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたします。

 

f.監査役及び監査役会による監査法人の評価

　当社の監査役及び監査役会は、監査法人に対して評価を行っております。この評価については、公正、妥当な

監査を行っていることを確認しており、監査が適正に行われているとの評価をしております。
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g.監査法人の異動

　当社の監査法人は次のとおり異動しております。

　　前々連結会計年度及び前々事業年度　監査法人元和

　　前連結会計年度及び前事業年度　　　桜橋監査法人

　なお、臨時報告書に記載した事項は次の通りであります。

　異動に係る監査公認会計士等の氏名又は名称

　　異動（選任）する監査公認会計士等

　　　桜橋監査法人

　　異動（辞任）する監査公認会計士等

　　　監査法人元和

　　異動の年月日

　　　2020年11月25日

　　異動（辞任）監査公認会計士等が直近において監査公認会計士等となった年月日

　　　2017年11月28日

　　異動（辞任）監査公認会計士等が直近３年間に作成した監査報告書等における意見等

　　　該当事項はありません。

　　異動の決定または異動に至った理由及び経緯

　　　当社の会計監査人である監査法人元和は、2020年11月25日開催予定の第19回定時株主総会終結の時をもっ

　　て任期満了となります。そのため、新たな視点で監査を行う観点から、他の監査法人と比較した結果、後任

　　の監査公認会計士等として桜橋監査法人を選任するものであります。

　　上記の理由及び経緯に対する意見

　　　退任する公認会計士等の意見

　　　　特段の意見はない旨の回答を得ております。

　　　監査役会の意見

　　　　妥当であるとの回答を得ております

 

④　監査報酬の内容等

 
a.監査公認会計士等に対する報酬

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づく
報酬（千円）

非監査業務に基づく
報酬（千円）

監査証明業務に基づく
報酬（千円）

非監査業務に基づく
報酬（千円）

提出会社 24,000 － 24,000 －

連結子会社 － － － －

計 24,000 － 24,000 －

 

b.監査公認会計士等と同一のネットワークに対する報酬（a.を除く）

　該当事項はありません。

 

c.監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容

　該当事項はありません。

 

d.その他の重要な監査証明業務に基づく報酬の内容

　該当事項はありません。

 

e.監査報酬の決定方針

　当社の監査公認会計士等に対する監査報酬の決定方針としましては、当社の規模、業務特性及び監査日数等を

勘案した上で、その妥当性を精査し、監査役会の同意を得て決定しております。

 

f.監査役会が会計監査人の報酬等に同意した理由

　監査役会が会計監査人の報酬等について同意した理由は、会計監査人の監査の内容、会計監査の職務遂行状況

及び報酬見積もりの算出根拠などが適切であるかどうかについて必要な検証を行い、適切であると認めたためで

す。
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（４）【役員の報酬等】

①　役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針に係る事項

　当社の役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針としては、株主、従業員に対する役員のあるべ

き役割の検討を通じて、役員の経営環境の変化への対応能力強化や、不祥事発生の防止等のために、役員の経営

能力をより一層高めていくことが必要であると考え、「役員規程」として定めており、本規則の改廃は取締役会

の決議によるものとしております。

　また当社は、2022年６月29日開催の取締役会において、取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針を決議

しております。当該取締役会の決議に際しては、あらかじめ決議する内容について指名・報酬委員会へ諮問し、

答申を受けております。また、取締役会は、当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等について、報酬等の内容

の決定方法及び決定された報酬等の内容が取締役会で決議された決定方針と整合していることや、指名・報酬委

員会からの答申が尊重されていることを確認しており、当該決定方針に沿うものであると判断しております。

　取締役の報酬限度額は、2013年11月28日開催の第12期定時株主総会において年額300,000千円以内（但し、使

用人兼務取締役の使用人分給与は含まない。）と決議しております。当該株主総会終結時点の取締役の員数は10

名（うち社外取締役は１名）です。監査役の報酬限度額は2010年11月26日開催の第９期定時株主総会において年

額20,000千円以内と決議しております。当該株主総会終結時点の監査役の員数は２名です。

　下記記載の報酬等の額のほかに当社社外役員が当事業年度に当社の子会社から役員として受けた報酬等はあり

ません。

　下記記載の報酬等の額は、2021年11月25日開催の第20期定時取締役会終結の時をもって退任した取締役１名及

び監査役１名を含んでおります。

 

②　役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の総額
（千円）

報酬等の種類別の総額（千円）
対象となる
役員の員数
（人）基本報酬 退職慰労金

取締役

(社外取締役を除く)
133,270 133,270 － 7

監査役

(社外監査役を除く)
6,720 6,720 － 2

社外役員 9,560 9,560 － 5

 

（５）【株式の保有状況】

①　投資株式の区分の基準及び考え方

当社は、投資株式について、専ら株式の価値の変動又は株式に係る配当によって利益を受けることを目的とし

て保有する株式を純投資目的である投資株式、それ以外の政策保有として保有する株式を純投資目的以外の投資

株式に区分しております。
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②　保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

イ．保有方針及び保有の合理性を検証する方法並びに個別銘柄の保有の適否に関する取締役会等における検証の

内容

当社は、営業上の取引関係や株式保有により当社グループが得られる利益と投資額を総合的に勘案して、当社

グループの体制強化に有益と判断した場合には、当該企業の株式を保有することがあります。毎期、取締役会に

て個別の政策保有株式について、中長期的な保有による投資収益と資本コストを踏まえ保有の妥当性を検証して

おり、保有の妥当性が失われていると判断される株式については、縮減の対象とし適時適切に売却を進めてまい

ります。

上記の方針に基づき、当事業年度において１銘柄の売却を行っております。

ロ．銘柄数及び貸借対照表計上額

 
銘柄数
（銘柄）

貸借対照表計上額の
合計額（千円）

非上場株式 － －

非上場株式以外の株式 2 38,727

 

（当事業年度において株式数が増加した銘柄）

 
銘柄数
（銘柄）

株式数の増加に係る取得
価額の合計額（千円）

株式数の増加の理由

非上場株式 － － －

非上場株式以外の株式 1 1,296
取引先持株会を通じて毎月一定額を拠出してお

り、株式数が増加しております。

 

（当事業年度において株式数が減少した銘柄）

 
銘柄数
（銘柄）

株式数の減少に係る売却
価額の合計額（千円）

非上場株式 1 43,089

非上場株式以外の株式 － －

 

ハ．保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の保有区分、銘柄、株式数、貸借対照表計上額及び保有目

的

 

特定投資株式

銘柄

当事業年度 前事業年度

保有目的、定量的な保有効果
及び株式数が増加した理由

当社の株式の
保有の有無

株式数（株） 株式数（株）

貸借対照表計上額
（千円）

貸借対照表計上額
（千円）

ギグワークス株式会

社

78,600 78,600 取引関係強化を目的とし保有しておりま

す。
有

33,169 59,185

ジャパンベストレス

キューシステム株式

会社

7,411 6,017
取引関係強化を目的とし保有しておりま

す。また取引先持株会を通じて毎月一定

額を拠出しており、株式数が増加してお

ります。

有

5,558 6,559

 

③　保有目的が純投資目的である投資株式

　該当事項はありません。
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第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

（１）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28

号）に基づいて作成しております。

 

（２）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　また、当社は、特例財務諸表提出会社に該当し、財務諸表等規則第127条の規定により財務諸表を作成してお

ります。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度（2021年９月１日から2022年８月31日

まで）の連結財務諸表及び事業年度（2021年９月１日から2022年８月31日まで）の財務諸表について、桜橋監査法人

により監査を受けております。

 

３．連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

　当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等の内

容を適切に把握できる体制及び会計基準の変更に的確に対応できる体制に整備するため、専門機関等が主催する研修

等に参加しております。
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１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2021年８月31日)

当連結会計年度
(2022年８月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 627,565 496,410

売掛金 422,914 605,360

商品 232,228 284,294

原材料及び貯蔵品 10,607 7,754

前払費用 94,016 131,307

その他 67,179 93,323

貸倒引当金 △19,008 △18,152

流動資産合計 1,435,503 1,600,298

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 55,842 52,862

減価償却累計額 △9,083 △12,416

建物及び構築物（純額） 46,758 40,446

その他 44,727 45,252

減価償却累計額 △18,007 △27,773

その他（純額） 26,719 17,478

有形固定資産合計 73,478 57,925

無形固定資産   

のれん 365,557 282,145

商標権 79,950 49,513

その他 32,806 53,062

無形固定資産合計 478,313 384,722

投資その他の資産   

投資有価証券 75,494 38,727

差入保証金 115,562 114,294

繰延税金資産 23,936 43,506

長期貸付金 13,750 26,878

その他 7,616 15,623

貸倒引当金 △777 △1,298

投資その他の資産合計 235,584 237,731

固定資産合計 787,376 680,379

資産合計 2,222,880 2,280,678
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2021年８月31日)

当連結会計年度
(2022年８月31日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 124,904 120,402

１年内償還予定の社債 20,000 40,000

短期借入金 100,000 400,000

１年内返済予定の長期借入金 ※ 248,860 ※ 278,982

未払金 244,751 256,096

未払費用 80,591 74,634

未払法人税等 66,724 15,339

賞与引当金 8,359 4,877

契約負債 － 127,766

その他 129,414 101,478

流動負債合計 1,023,607 1,419,577

固定負債   

社債 40,000 100,000

長期借入金 ※ 627,888 ※ 563,285

その他 2,583 2,383

固定負債合計 670,471 665,668

負債合計 1,694,078 2,085,246

純資産の部   

株主資本   

資本金 360,058 360,058

資本剰余金 283,014 156,566

利益剰余金 △148,988 △329,412

自己株式 △433 △433

株主資本合計 493,650 186,778

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 28,299 8,652

その他の包括利益累計額合計 28,299 8,652

非支配株主持分 6,851 －

純資産合計 528,801 195,431

負債純資産合計 2,222,880 2,280,678
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】

【連結損益計算書】

  （単位：千円）

 
 前連結会計年度

(自　2020年９月１日
　至　2021年８月31日)

 当連結会計年度
(自　2021年９月１日
　至　2022年８月31日)

売上高 6,214,735 6,255,109

売上原価 3,919,817 4,146,648

売上総利益 2,294,918 2,108,460

販売費及び一般管理費 ※１ 2,191,804 ※１ 2,333,984

営業利益又は営業損失（△） 103,113 △225,523

営業外収益   

受取利息 311 304

受取配当金 660 747

助成金収入 2,726 3,667

雑収入 11,194 3,819

営業外収益合計 14,892 8,538

営業外費用   

支払利息 11,306 10,296

社債発行費 － 2,209

雑損失 1,061 2,232

営業外費用合計 12,368 14,738

経常利益又は経常損失（△） 105,637 △231,723

特別利益   

投資有価証券売却益 － 33,339

特別利益合計 － 33,339

特別損失   

固定資産除売却損 ※２ 1,530 ※２ 2,895

減損損失 － 3,172

特別損失合計 1,530 6,067

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純損

失（△）
104,106 △204,451

法人税、住民税及び事業税 73,536 21,558

法人税等調整額 △27,442 18,336

法人税等合計 46,094 39,894

当期純利益又は当期純損失（△） 58,012 △244,346

非支配株主に帰属する当期純利益 3,601 1,661

親会社株主に帰属する当期純利益又は親会社株主に

帰属する当期純損失（△）
54,410 △246,008
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【連結包括利益計算書】

  （単位：千円）

 
 前連結会計年度

(自　2020年９月１日
　至　2021年８月31日)

 当連結会計年度
(自　2021年９月１日
　至　2022年８月31日)

当期純利益又は当期純損失（△） 58,012 △244,346

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 8,429 △19,647

その他の包括利益合計 8,429 △19,647

包括利益 66,441 △263,994

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 62,839 △265,655

非支配株主に係る包括利益 3,601 1,661
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③【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度（自　2020年９月１日　至　2021年８月31日）

     （単位：千円）

 株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 360,058 283,014 △203,399 △225 439,447

会計方針の変更による
累積的影響額     －

会計方針の変更を反映し
た当期首残高

360,058 283,014 △203,399 △225 439,447

当期変動額      

親会社株主に帰属する
当期純利益   54,410  54,410

自己株式の取得    △208 △208

非支配株主との取引に
係る親会社の持分変動     －

欠損填補     －

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

    －

当期変動額合計 － － 54,410 △208 54,202

当期末残高 360,058 283,014 △148,988 △433 493,650

 
     

 その他の包括利益累計額

非支配株主
持分

純資産合計
 

その他有価
証券評価差
額金

その他の包
括利益累計
額合計

当期首残高 19,870 19,870 3,249 462,568

会計方針の変更による
累積的影響額    －

会計方針の変更を反映し
た当期首残高

19,870 19,870 3,249 462,568

当期変動額     

親会社株主に帰属する
当期純利益    54,410

自己株式の取得    △208

非支配株主との取引に
係る親会社の持分変動    －

欠損填補    －

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

8,429 8,429 3,601 12,031

当期変動額合計 8,429 8,429 3,601 66,233

当期末残高 28,299 28,299 6,851 528,801
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当連結会計年度（自　2021年９月１日　至　2022年８月31日）

     （単位：千円）

 株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 360,058 283,014 △148,988 △433 493,650

会計方針の変更による
累積的影響額   △66,376  △66,376

会計方針の変更を反映し
た当期首残高

360,058 283,014 △215,365 △433 427,273

当期変動額      

親会社株主に帰属する
当期純損失（△）

  △246,008  △246,008

非支配株主との取引に
係る親会社の持分変動  5,513   5,513

欠損填補  △131,961 131,961  －

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

    －

当期変動額合計 － △126,448 △114,046 － △240,494

当期末残高 360,058 156,566 △329,412 △433 186,778

 
     

 その他の包括利益累計額

非支配株主
持分

純資産合計
 

その他有価
証券評価差
額金

その他の包
括利益累計
額合計

当期首残高 28,299 28,299 6,851 528,801

会計方針の変更による
累積的影響額    △66,376

会計方針の変更を反映し
た当期首残高

28,299 28,299 6,851 462,425

当期変動額     

親会社株主に帰属する
当期純損失（△）

   △246,008

非支配株主との取引に
係る親会社の持分変動    5,513

欠損填補    －

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

△19,647 △19,647 △6,851 △26,499

当期変動額合計 △19,647 △19,647 △6,851 △266,994

当期末残高 8,652 8,652 － 195,431
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
 前連結会計年度

(自　2020年９月１日
　至　2021年８月31日)

 当連結会計年度
(自　2021年９月１日
　至　2022年８月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純

損失（△）
104,106 △204,451

減価償却費 53,240 59,951

のれん償却額 75,145 83,411

固定資産除売却損益（△は益） 1,530 2,895

賞与引当金の増減額（△は減少） △753 △3,481

貸倒引当金の増減額（△は減少） △2,857 △334

減損損失 － 3,172

受取利息及び受取配当金 △971 △1,051

支払利息 11,306 10,296

投資有価証券売却損益（△は益） － △33,339

売上債権の増減額（△は増加） 18,152 △182,446

棚卸資産の増減額（△は増加） △54,281 △48,836

仕入債務の増減額（△は減少） △17,646 △4,502

未収入金の増減額（△は増加） △18,178 △24,373

未払金の増減額（△は減少） 135,235 11,285

未払消費税等の増減額（△は減少） △39,356 △18,989

その他 △32,309 △24,587

小計 232,363 △375,380

利息及び配当金の受取額 971 1,051

利息の支払額 △11,697 △10,220

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △88,313 △76,410

営業活動によるキャッシュ・フロー 133,323 △460,960

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △47,941 △5,343

無形固定資産の取得による支出 △18,905 △34,673

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による

支出
※２ △37,902 －

投資有価証券の取得による支出 △1,263 △1,296

投資有価証券の売却による収入 9,200 43,089

敷金及び保証金の差入による支出 － △1,821

その他 △19,375 △12,668

投資活動によるキャッシュ・フロー △116,187 △12,714

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） － 300,000

長期借入れによる収入 250,000 230,000

長期借入金の返済による支出 △381,110 △264,481

社債の発行による収入 － 100,000

社債の償還による支出 △20,000 △20,000

その他 △208 △3,000

財務活動によるキャッシュ・フロー △151,318 342,518

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △134,182 △131,155

現金及び現金同等物の期首残高 761,747 627,565

現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 627,565 ※１ 496,410
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【注記事項】

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１．連結の範囲に関する事項

連結子会社の数　7社

連結子会社の名称　リペアネットワーク株式会社

IoTマーケティング株式会社

株式会社スマホスピタル

株式会社Axis

スマホステーション株式会社

株式会社ネクストライン

ミナソル株式会社

　当連結会計年度において、日本PCマーケティング株式会社は、スマホステーション株式会社を吸

収合併存続会社とする吸収合併により消滅したため、連結の範囲から除外しております。

 

２．連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

 

３．会計方針に関する事項

（１）重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

　時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

市場価格のない株式等

　移動平均法による原価法

 

②　棚卸資産

商品

　主として個別法（一部の連結子会社においては総平均法）による原価法（貸借対照表価額は収益性

の低下に基づく簿価切下げの方法）

原材料

　先入先出法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

 

（２）重要な減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産

　当社及び国内連結子会社は定率法を採用しております。ただし、建物（建物附属設備を除く）並びに

2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法によっております。

 

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物　　　３年～38年
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②　無形固定資産

定額法

　なお、主な償却年数は次のとおりであります。

　ソフトウェア　　　　３～５年（社内における利用可能期間）

 

（３）重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

　債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

 

②　賞与引当金

　当社及び国内連結子会社は従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額の当連結会

計年度負担額を計上しております。

 

（４）重要な収益及び費用の計上基準

　当社及び連結子会社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内

容及び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりでありま

す。

　当社グループは、フィールドサポート事業及び会員サポートセンター事業を主な事業としており、そ

れぞれの事業においてパソコンやスマートフォン等のデジタル機器に関するサービス及び関連する商品

の販売等の提供を行っております。

①　フィールドサポート事業においては、主に駆けつけサポート、代行設定サポート、ビジネスソ

リューションサポート、店舗持込サポートに分かれております。

　駆けつけサポート、代行設定サポート及び店舗持込サポートについては、顧客からの依頼により

デジタル機器のトラブル解決及び設置設定サービス等を提供し、顧客に役務提供が完了した時点で

履行義務が充足されると判断し収益を認識しております。

ビジネスソリューションサポートについては、商品の販売、導入等を提供しており、商品の販売及

び導入に関しては、顧客の検収により履行義務を充足することから、検収時に収益を認識しており

ます。

②　会員サポートセンター事業においては、会員サポート及び企業のコールセンター業務の受託運営

サービスを提供しております。

　会員サポートについては、自社及び提携企業の会員に対し電話及びリモート操作によるサポート

や、デジタル機器に対しての保険・保証付きの定額サービスを顧客との契約に基づき、契約期間に

わたりサービスを提供する義務を負っており、これらに関する業務を履行義務と識別しておりま

す。契約期間中、サービスが利用可能であり、当該履行義務が時の経過にわたり充足されるため、

契約期間に応じて期間按分し、収益を認識しております。また、保険・保証付きの定額サービスに

ついては、当社グループの役割が代理人に該当する取引については、顧客から受け取る対価の額か

ら仕入先に支払う額を控除した純額により収益を算定しております。

　コールセンター業務の受託運営については、履行義務の充足時点は、顧客との契約における義務

を履行するにつれて、顧客が便益を享受するため、履行義務を充足するにつれて、一定の期間にわ

たり収益を認識する方法としております。

 

（５）のれんの償却方法及び償却期間

　のれんの償却については、３～10年間の定額法により償却しております。

 

（６）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリ

スクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。
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（重要な会計上の見積り）

（のれん及び商標権）

(1) 当連結会計年度の連結財務諸表に計上した金額

(単位：千円)

 前連結会計年度 当連結会計年度

のれん 365,557 282,145

商標権 79,950 49,513

 

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

　当社グループは、のれん及び商標権（以下のれん等）を含む資産グループについて、営業活動から生じ

る損益が継続してマイナスとなっている場合等において、のれん等の減損の兆候を識別することとしてお

ります。

　のれん等に減損の兆候があると認められる場合には、のれん等を含む資産グループから得られる割引前

将来キャッシュ・フローの総額を見積り、帳簿価額を下回る場合には、のれん等を含む帳簿価額について

減損損失の認識の判断を行っております。割引前将来キャッシュ・フローは、経営者によって承認された

事業計画を基礎として見積もっております。

　当該事業計画における将来キャッシュ・フローの見積りにおいては、将来の売上成長率等の重要な見積

りや仮定に基づいており、主として市場や顧客等の状況といった外部要因により変動するものであるため、

不確実性が伴います。

　これらの見積り及び仮定が、経済環境の悪化等により見直しが必要になった場合、翌連結会計年度にお

いて、減損損失を認識する可能性があります。

 

（会計方針の変更）

（収益認識に関する会計基準等の適用）

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」とい

う。）等を当連結会計年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財

又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。

　これにより、一部の定額サポートサービス取引等に関して、従前は顧客との契約開始時に一時点で収益を認識

しておりましたが、当連結会計年度より、履行義務を充足するにつれて一定の期間にわたり収益を認識する方法

に変更しております。また収益認識会計基準等は、売上取引の本人と代理人の区分判定を求めており、当社が本

人に該当するときには、財またはサービスの提供と交換に当社が権利を得ると見込む対価の総額を、代理人に該

当するときには、他の当事者により提供されるように手配することと交換に当社が得ると見込む報酬または手数

料の金額を収益として認識しております。

　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従って

おり、当連結会計年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当連結会計年度の

期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。

　この結果、当連結会計年度の売上高は69,090千円増加し、売上原価は78,804千円増加し、営業損失、経常損

失、税金等調整前当期純損失は9,714千円増加しております。また、利益剰余金の当期首残高は66,376千円減少

しております。

　収益認識会計基準等を適用したため、前連結会計年度の連結貸借対照表において、流動負債の「その他」に含

まれる前受金は、当連結会計年度より「契約負債」として表示することといたしました。なお、収益認識会計基

準第89-２項に定める経過的な取扱いに従って、前連結会計年度について新たな表示方法により組替を行ってお

りません。さらに、収益認識会計基準第89-３項に定める経過的な取扱いに従って、前連結会計年度に係る顧客

との契約から生じる収益を分解した情報を記載しておりません。

 

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」（企

業会計基準第10号 2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める

新たな会計方針を、将来にわたって適用することといたしました。なお、連結財務諸表に与える影響はありませ

ん。
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（表示方法の変更）

（連結損益計算書）

　当連結会計年度より、業務委託費の一部について、営業活動の実態をより適切に反映するため、従来、売

上原価として計上していた業務委託費の一部を販売費及び一般管理費に計上する方法に変更しております。この

変更を反映するため、前連結会計年度の連結損益計算書につきましても表示方法の組替えを行っております。

　この結果、前連結会計年度の連結損益計算書において、「売上原価」に表示していた209,711千円を「販売費

及び一般管理費」に組替えております。

　前連結会計年度の連結損益計算書において、「営業外収益」の「雑収入」に含めていた「助成金収入」は、金

額的重要性が増したため、当連結会計年度より独立掲記しています。

　また、前連結会計年度において、独立掲記しておりました「営業外収益」の「保険解約返戻金」は、金額的重

要性が乏しくなったため、当連結会計年度より「営業外収益」の「雑収入」に含めて表示しています。

　この結果、前連結会計年度の連結損益計算書において、営業外収益の「保険解約返戻金」5,635千円、及び

「その他」に表示していた6,311千円は、「助成金収入」2,726千円及び「その他」9,220千円として組み替えて

おります。

　前連結会計年度の（連結損益計算書関係）注記の「販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額」に表示

しておりました「支払手数料」は、販売費及び一般管理費の総額の100分の10以下となったため、当連結会計年

度より注記を省略しております。

 

（連結貸借対照表関係）

※　担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（2021年８月31日）
当連結会計年度

（2022年８月31日）

消去されている連結子会社株式 315,000千円 315,000千円

計 315,000 315,000

 

担保付債務は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（2021年８月31日）
当連結会計年度

（2022年８月31日）

１年内返済予定の長期借入金 35,000千円 35,000千円

長期借入金 61,300 26,300

計 96,300 61,300
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（連結損益計算書関係）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
　前連結会計年度

（自　2020年９月１日
　　至　2021年８月31日）

　当連結会計年度
（自　2021年９月１日

　　至　2022年８月31日）

給与手当 668,114千円 735,785千円

広告宣伝費 244,187 277,508

貸倒引当金繰入額 △882 △334

 

 

※２　固定資産除売却損の内容は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　2020年９月１日
至　2021年８月31日）

当連結会計年度
（自　2021年９月１日
至　2022年８月31日）

建物及び構築物 1,530千円 2,546千円

その他（有形固定資産） － 175

その他（無形固定資産） － 173

計 1,530 2,895

 

（連結包括利益計算書関係）

※ その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

 
前連結会計年度

（自　2020年９月１日
至　2021年８月31日）

当連結会計年度
（自　2021年９月１日
至　2022年８月31日）

その他有価証券評価差額金：   

当期発生額 12,146千円 △28,314千円

組替調整額 － －

税効果調整前 12,146 △28,314

税効果額 △3,716 8,666

その他有価証券評価差額金 8,429 △19,647

その他の包括利益合計 8,429 △19,647
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自　2020年９月１日　至　2021年８月31日）
１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期首
株式数（株）

当連結会計年度増加
株式数（株）

当連結会計年度減少
株式数（株）

当連結会計年度末株
式数（株）

発行済株式     

普通株式 1,739,800 - - 1,739,800

合計 1,739,800 - - 1,739,800

自己株式     

普通株式 115 97 - 212

合計 115 97 - 212

(変動事由の概要)
普通株式の自己株式の株式数の増加数97株は、単元未満株式の買い取りによる増加であります。

 
２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

　　　　　　　該当事項はありません。
 

３．配当に関する事項
　　　　　　　該当事項はありません。
 

当連結会計年度（自　2021年９月１日　至　2022年８月31日）
１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期首
株式数（株）

当連結会計年度増加
株式数（株）

当連結会計年度減少
株式数（株）

当連結会計年度末株
式数（株）

発行済株式     

普通株式 1,739,800 - - 1,739,800

合計 1,739,800 - - 1,739,800

自己株式     

普通株式 212 - - 212

合計 212 - - 212

(変動事由の概要)
該当事項はありません。

 
２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

　　　　　　　該当事項はありません。
 

３．配当に関する事項
　　　　　　　該当事項はありません。
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前連結会計年度

（自　2020年９月１日
至　2021年８月31日）

当連結会計年度
（自　2021年９月１日
至　2022年８月31日）

現金及び預金勘定 627,565千円 496,410千円

預入期間が３か月を超える定期預金 － －

現金及び現金同等物 627,565 496,410

 

　※２ 前連結会計年度に株式の取得により新たに連結子会社となった会社の資産及び負債の主な内訳

　　　　株式の取得により新たにミナソル株式会社を連結したことに伴う連結開始時の資産及び負債の内訳、並びに株

式の取得価額と取得のための支出（純額）との関係は次のとおりであります。

　　　　なお、流動負債及び固定負債には、支配獲得日からみなし取得日までに実行した貸付けによる支出30,000千円

に対応する借入金が含まれており、連結子会社となったことに伴い連結上相殺消去しております。
 

流動資産 20,335千円

固定資産 7,158 

のれん 41,329 

流動負債 △8,349 

固定負債 △39,375 

株式の取得価額 21,100 

現金及び現金同等物 △13,197 

支配獲得日からみなし取得日までの間

に実行されたミナソル株式会社に対す

る貸付金

30,000

 

差引：取得のための支出 37,902 

　
 

（リース取引関係）

　　　　　　該当事項はありません。

 

（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

（１）金融商品に対する取組方針

　当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、資金調達については主に銀行借入によ

る方針です。デリバティブは利用しておりません。

 

（２）金融商品の内容及びそのリスク

　営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。

　投資有価証券である株式は、市場価格の変動リスク等に晒されておりますが、業務上の関係を有する企

業の株式であり、定期的な時価の把握が行われ、取締役会に報告されております。

　差入保証金は主に店舗等の賃貸借契約に伴うものであり、契約先の信用リスクに晒されております。

　営業債務である買掛金及び未払金は、そのほとんどが１年以内の支払期日であります。

　社債及び借入金の使途は運転資金及び設備投資資金であります。

 

（３）金融商品に係るリスク管理体制

①　信用リスク（取引先の債務不履行等に係るリスク）の管理

　営業債権について、そのほとんどが１年以内の入金期日であり、取引先毎の期日管理及び残高管理に

より、リスク管理を行っております。また、差入保証金については、契約締結前に対象物件の権利関係

などの確認を行うとともに、取引先企業の経営状況の把握に努めております。

②　市場リスク（時価の変動リスク）の管理

　投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況を把握し、取締役会に報

告しております。

③　資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払を実行できなくなるリスク）の管理

　当社は、手許流動性の維持などにより流動性リスクを管理しております。

 

（４）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
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　金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することに

より、当該価額が変動することがあります。

 

２．金融商品の時価等に関する事項

　連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、「現金」につ

いては現金であること、「預金」「売掛金」「買掛金」「短期借入金」及び「未払金」については、短期間

で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しております。

 

前連結会計年度（2021年８月31日）

 
連結貸借対照表計上額
（※１）（千円）

時価（※１）
（千円）

差額
（千円）

①投資有価証券 65,744 65,744 －

②社債（※２） （60,000） （59,778） （△221）

③長期借入金（※３） （876,748） （870,538） （△6,210）

（※１）負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。

（※２）１年内償還予定のものを含みます。

（※３）１年内返済予定のものを含みます。

（※４）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

 （単位：千円）

区分
前連結会計年度

（2021年８月31日）

非上場株式　（※１） 9,750

差入保証金　（※２） 115,562

（※１）市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「① 投資有価証券」には含

めておりません。

（※２）償還予定が合理的に見積れず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、時価開示の対象

としておりません。

 

当連結会計年度（2022年８月31日）

 
連結貸借対照表計上額
（※１）（千円）

時価（※１）
（千円）

差額
（千円）

①投資有価証券 38,727 38,727 －

②差入保証金 114,294 111,750 △2,543

③長期貸付金（※２） 33,750 33,750 －

④社債（※３） （140,000） （139,537） （△462）

⑤長期借入金（※４） （842,267） （835,483） （△6,784）

（※１）負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。

（※２）１年内回収予定のものを含みます。

（※３）１年内償還予定のものを含みます。

（※４）１年内返済予定のものを含みます。
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（注）１　金銭債権の連結決算日後の償還予定額

前連結会計年度（2021年８月31日）

 
１年以内
（千円）

１年超
５年以内
（千円）

５年超
10年以内
（千円）

10年超
（千円）

現金及び預金 627,565 － － －

売掛金 422,914 － － －

合計 1,050,480 － － －

 

当連結会計年度（2022年８月31日）

 
１年以内
（千円）

１年超
５年以内
（千円）

５年超
10年以内
（千円）

10年超
（千円）

現金及び預金 496,410 － － －

売掛金 605,360 － － －

合計 1,101,771 － － －

 

（注）２　社債及び長期借入金の連結決算日後の返済予定額

前連結会計年度（2021年８月31日）

 
１年以内
（千円）

１年超
２年以内
（千円）

２年超
３年以内
（千円）

３年超
４年以内
（千円）

４年超
５年以内
（千円）

５年超
（千円）

短期借入金 100,000 － － － － －

社債 20,000 20,000 20,000 － － －

長期借入金 248,860 220,093 173,008 97,382 29,399 108,006

合計 368,860 240,093 193,008 97,382 29,399 108,006

 

当連結会計年度（2022年８月31日）

 
１年以内
（千円）

１年超
２年以内
（千円）

２年超
３年以内
（千円）

３年超
４年以内
（千円）

４年超
５年以内
（千円）

５年超
（千円）

短期借入金 400,000 － － － － －

社債 40,000 40,000 20,000 20,000 20,000 －

長期借入金 278,982 232,229 154,033 55,498 42,366 79,159

合 計 718,982 272,229 174,033 75,498 62,366 79,159
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３.金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

　金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベ

ルに分類しています。

　レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該

時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価

　レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の

算定に係るインプットを用いて算定した時価

　レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

 

（１）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

当連結会計年度（2022年８月31日）

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券 38,727 － － 38,727

 

（２）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

当連結会計年度（2022年８月31日）

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

差入保証金 － 111,750 － 111,750

長期貸付金 － 33,750 － 33,750

資産計 － 145,500 － 145,500

社債 － 139,537 － 139,537

長期借入金 － 835,483 － 835,483

負債計 － 975,021 － 975,021

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

投資有価証券

　上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その時価を

レベル１の時価に分類しております。

 

差入保証金

　主に建物の賃借時に差入れている敷金・保証金であり、償還予定時期を見積り、安全性の高い長期の債券の

利回りを基に割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

 

長期貸付金

　回収可能性を反映した元利金の受取見込額を同様の新規貸付を行った場合に想定される利率（残存期間を考

慮）で割り引いた現在価値により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

 

社債、借入金

　これらの時価は、元利金の合計額を同様の新規発行又は借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現

在価値により算定しており、レベル２の時価に分類しております。
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（有価証券関係）

１．その他有価証券

前連結会計年度（2021年８月31日）

 種類
連結貸借対照表計
上額（千円）

取得原価（千円） 差額（千円）

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの

(1）株式 65,744 24,966 40,778

小計 65,744 24,966 40,778

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの

(1）株式 － － －

小計 － － －

合計 65,744 24,966 40,778

（注）非上場株式(連結貸借対照表計上額9,750千円)については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と

認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。

 

当連結会計年度（2022年８月31日）

 種類
連結貸借対照表計
上額（千円）

取得原価（千円） 差額（千円）

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの

(1）株式 33,169 19,787 13,381

小計 33,169 19,787 13,381

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの

(1）株式 5,558 6,475 △917

小計 5,558 6,475 △917

合計 38,727 26,263 12,464

 

２．売却したその他有価証券

前連結会計年度（2021年８月31日）

種類 売却額（千円）
売却益の合計額

（千円）
売却損の合計額

（千円）

　　株式 9,200 － －

合計 9,200 － －

 

当連結会計年度（2022年８月31日）

種類 売却額（千円）
売却益の合計額

（千円）
売却損の合計額

（千円）

　　株式 43,089 33,339 －

合計 43,089 33,339 －
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前連結会計年度

（2021年８月31日）
 

当連結会計年度
（2022年８月31日）

繰延税金資産    

税務上の繰越欠損金（注） 44,652千円 128,666千円

貸倒引当金 15,548  15,457

賞与引当金 5,596  8,911

未払事業税 5,519  1,685

減価償却費等 129  241

減損損失 10,217  9,904

未実現利益 10,491  6,168

契約負債 －  10,173

その他 7,548  5,571

繰延税金資産小計 99,703  186,779

税務上の繰越欠損金に係る

評価性引当額（注）
△44,652  △109,490

将来減算一時差異に係る評価性引当額 △17,731  △29,882

繰延税金資産合計 37,319  47,406

繰延税金負債    

その他有価証券評価差額金 12,478  3,811

その他 904  88

繰延税金負債合計 13,382  3,899

繰延税金資産（負債）の純額 23,936  43,506

 

（注）税務上の繰越欠損金及びその繰延税金資産の繰越期限別の金額

前連結会計年度（2021年８月31日）

 
１年以内
（千円）

１年超
２年以内
（千円）

２年超
３年以内
（千円）

３年超
４年以内
（千円）

４年超
５年以内
（千円）

５年超
（千円）

合計
（千円）

税務上の繰越欠損金（※） － － － 4,030 8,971 31,650 44,652

評価性引当額 － － － △4,030 △8,971 △31,650 △44,652

繰延税金資産 － － － － － － －

（※）税務上の繰越欠損金は、法定実効税率を乗じた額であります。

 

当連結会計年度（2022年８月31日）

 
１年以内
（千円）

１年超
２年以内
（千円）

２年超
３年以内
（千円）

３年超
４年以内
（千円）

４年超
５年以内
（千円）

５年超
（千円）

合計
（千円）

税務上の繰越欠損金（※） － － 4,030 8,971 198 115,465 128,666

評価性引当額 － － △4,030 △8,971 △198 △96,289 △109,490

繰延税金資産 － － － － － 19,175 19,175

（※）税務上の繰越欠損金は、法定実効税率を乗じた額であります。
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２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

 
前連結会計年度

（2021年８月31日）
 

当連結会計年度
（2022年８月31日）

　主要な項目別の内訳    

法定実効税率 30.6％  －

（調整）    

交際費等永久に損金に算入されない項目 6.0  －

住民税均等割 6.7  －

評価性引当額の増減額 △16.3  －

のれん償却費 19.6  －

その他 △2.2  －

税効果会計適用後の法人税等の負担率 44.3  －

（注）当連結会計年度においては、税金等調整前当期純損失が計上されているため、記載を省略しており

ます。

 

（企業結合等関係）

　（共通支配下の取引等）

　（連結子会社の吸収合併）

１．取引の概要

（１）結合当事企業の名称及び事業内容

結合企業（存続会社）

名　　　称　　スマホステーション株式会社

事業の内容　　スマートフォン修理事業

吸収合併消滅会社

名　　　称　　日本ＰＣマーケティング株式会社

事業の内容　　通信ＯＡ機器等の販売

（２）企業結合日

2022年８月１日

（３）企業結合の法的形式

スマホステーション株式会社を存続会社、日本ＰＣマーケティング株式会社を消滅会社とする吸収合併

（４）結合後企業の名称

スマホステーション株式会社

（５）その他の取引の概要に関する事項

　グループ全体の経営資源の統合・集約により効率化・合理化を図り、経営基盤を強化することを目的と

しております。

 

２．実施した会計処理の概要

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　2019年１月16日）及び「企業結合会計基準及び事業分

離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　2019年１月16日）に基づき、共通支配下の

取引として処理しております。

 

（収益認識関係）

（１） 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

 当連結会計年度

フィールドサポート事業 5,076,709

会員サポートセンター事業 1,178,400

外部顧客への売上高 6,255,109

 

（２）顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

　顧客との契約から生じる収益を認識するための基礎となる情報については、「注記事項（連結財務諸表の作

成のための基本となる重要な事項）　３．会計方針に関する事項　(４)重要な収益及び費用の計上基準」に同

一の内容を記載しているため、注記を省略しております。

 

（３）当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報

①契約負債の残高等
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

 当連結会計年度

契約負債(期首残高) 95,615

契約負債(期末残高) 127,766

契約負債は、主に保証・保険付きサービスであります。

当連結会計年度に認識された収益のうち期首現在の契約負債に含まれていた金額は62,347千円でありま

す。

②残存履行義務に配分した取引価格

　当連結会計年度末時点で未充足の履行義務に配分した取引価格の総額及び収益の認識が見込まれる期間

は以下のとおりであります。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

 当連結会計年度

１年以内 72,294

１年超２年以内 40,478

２年超３年以内 14,993

合計 127,766

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

　当社グループは、スマートライフサポート事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

【関連情報】

　当社グループは、スマートライフサポート事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

　当社グループは、スマートライフサポート事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

　当社グループは、スマートライフサポート事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

　当社グループは、スマートライフサポート事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。
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【関連当事者情報】

１．関連当事者との取引

連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

（１）連結財務諸表提出会社の役員及び個人主要株主等

前連結会計年度（自　2020年９月１日　至　2021年８月31日）

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(千円)

事業の内容又
は職業

議決権等の
所有（被所
有）割合

（％）

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

役員
IT整備士協

会

東京都千

代田区
－

パソコン整備

士資格の認定

(所有)

直接 －

資金の貸付

役員の兼任

資金の返済

受取利息

（注）

1,250

248

 

短期貸

付金

長期貸

付金

5,000

 
13,750

　（注）取引条件及び取引条件の決定方針等

　　　　資金の貸付は、市場金利等を勘案して利率を決定しております。

 

当連結会計年度（自　2021年９月１日　至　2022年８月31日）

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(千円)

事業の内容又
は職業

議決権等の
所有（被所
有）割合

（％）

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

役員
IT整備士協

会

東京都千

代田区
－

パソコン整備

士資格の認定

(所有)

直接 －

資金の貸付

役員の兼任

資金の貸付

資金の返済

受取利息

（注）

20,000

5,000

299

 

短期貸

付金

長期貸

付金

6,872

 
26,878

　（注）取引条件及び取引条件の決定方針等

　　　　資金の貸付は、市場金利等を勘案して利率を決定しております。

 

２．親会社又は重要な関連会社に関する注記

　該当事項はありません。

 

（１株当たり情報）

前連結会計年度
（自　2020年９月１日
至　2021年８月31日）

当連結会計年度
（自　2021年９月１日
至　2022年８月31日）

１株当たり純資産額 300.04円 １株当たり純資産額 112.34円

１株当たり当期純利益 31.28円 １株当たり当期純損失（△） △141.42円

（注）1.潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

2.１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　2020年９月１日
至　2021年８月31日）

当連結会計年度
（自　2021年９月１日
至　2022年８月31日）

１株当たり当期純利益   

親会社株主に帰属する当期純利益又は親会社
株主に帰属する当期純損失（△）（千円）

54,410 △246,008

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純
利益又は親会社株主に帰属する当期純損失
（△）（千円）

54,410 △246,008

普通株式の期中平均株式数（株） 1,739,670 1,739,588
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（重要な後発事象）

多額な資金の借入

　当社は2022年11月25日開催の取締役会にて資金の借入を行うことを決議し、以下のとおり実行する予定であり

ます。

　長期借入金

　　　資金使途：運転資金

　　　借入先：株式会社十六銀行

　　　借入金額：100,000千円

　　　借入金利：変動金利

　　　借入実行日：2022年12月

　　　借入期間：５年

　　　担保の有無：なし

 

⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

会社名 銘柄 発行年月日
当期首残高
（千円）

当期末残高
（千円）

利率
（％）

担保 償還期限

日 本 PC サ ー ビ ス

株 式 会 社
第１回無担保社債 2019年７月10日 60,000

40,000

（20,000）
0.09 なし

2024年７

月10日

日 本 PC サ ー ビ ス

株 式 会 社
第２回無担保社債 2022年５月10日 －

100,000

（20,000）
0.43 なし

2027年５

月10日

合計 － － 60,000
140,000

（40,000）
－ － －

（注）１．「当期末残高」欄の（内書）は、１年内償還予定の金額であります。

　　　２．連結決算日後５年間の償還予定額は以下のとおりであります。

 
１年超２年以内

（千円）
２年超３年以内

（千円）
３年超４年以内

（千円）
４年超５年以内

（千円）

社 債 40,000 20,000 20,000 20,000

 

【借入金等明細表】

区分
当期首残高
（千円）

当期末残高
（千円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 100,000 400,000 1.08 －

１年以内に返済予定の長期借入金 248,860 278,982 1.03 －

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 627,888 563,285 1.03 2023年～2031年

合計 976,748 1,242,267 － －

（注）１．平均利率について、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

２．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年間の返済予定額は以下のとおりであ

ります。

 
１年超２年以内

（千円）
２年超３年以内

（千円）
３年超４年以内

（千円）
４年超５年以内

（千円）

長 期 借 入 金 232,229 154,033 55,498 42,366

 

【資産除去債務明細表】

　該当事項はありません。

 

（２）【その他】

当連結会計年度における四半期情報等

（累計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度

売上高（千円） 1,584,302 3,032,304 4,659,751 6,255,109
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（累計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度

税金等調整前四半期純利益又は

税金等調整前四半期（当期）純損失（△）（千円）
41,388 1,917 △106,761 △204,451

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主に

帰属する四半期（当期）純損失（△）（千円）
18,003 △19,169 △109,626 △246,008

１株当たり四半期純利益又は

１株当たり四半期（当期）純損失（△） （円）
10.35 △11.02 △63.02 △141.42

 

（会計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期純利益又は

１株当たり四半期純損失（△）（円）
10.35 △21.37 △52.00 △78.40
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２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前事業年度

(2021年８月31日)
当事業年度

(2022年８月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 347,393 300,512

売掛金 ※１ 335,058 ※１ 550,560

商品 76,284 77,500

前払費用 81,043 115,647

その他 ※１ 69,351 ※１ 113,587

貸倒引当金 △18,348 △17,528

流動資産合計 890,782 1,140,279

固定資産   

有形固定資産   

建物 16,095 17,100

工具、器具及び備品 22,163 15,365

有形固定資産合計 38,258 32,465

無形固定資産   

ソフトウエア 29,060 25,935

のれん 1,658 750

その他 － 6,825

無形固定資産合計 30,718 33,510

投資その他の資産   

投資有価証券 75,494 38,727

関係会社株式 ※２ 710,566 ※２ 722,576

長期貸付金 20,000 8,750

関係会社長期貸付金 ※１ 17,708 ※１ 11,458

差入保証金 66,067 65,663

破産更生債権等 777 1,298

繰延税金資産 8,100 16,310

その他 4,860 12,503

貸倒引当金 △37,235 △25,256

投資その他の資産合計 866,339 852,031

固定資産合計 935,316 918,008

資産合計 1,826,099 2,058,287
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  （単位：千円）

 
前事業年度

(2021年８月31日)
当事業年度

(2022年８月31日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 ※１ 64,825 ※１ 104,386

１年内償還予定の社債 20,000 40,000

短期借入金 100,000 400,000

１年内返済予定の長期借入金 ※２ 188,844 ※２ 198,286

未払金 ※１ 212,971 ※１ 229,620

未払費用 39,088 39,548

未払法人税等 54,341 10,787

未払消費税等 52,180 29,218

賞与引当金 8,359 4,491

契約負債 － 127,766

その他 59,908 51,711

流動負債合計 800,519 1,235,815

固定負債   

社債 40,000 100,000

長期借入金 ※２ 358,090 ※２ 301,474

債務保証損失引当金 18,338 28,332

関係会社事業損失引当金 8,034 36,576

その他 595 595

固定負債合計 425,058 466,977

負債合計 1,225,578 1,702,793

純資産の部   

株主資本   

資本金 360,058 360,058

資本剰余金   

資本準備金 344,558 212,597

資本剰余金合計 344,558 212,597

利益剰余金   

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金 △131,961 △225,380

利益剰余金合計 △131,961 △225,380

自己株式 △433 △433

株主資本合計 572,221 346,841

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 28,299 8,652

評価・換算差額等合計 28,299 8,652

純資産合計 600,521 355,494

負債純資産合計 1,826,099 2,058,287
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②【損益計算書】

  （単位：千円）

 
前事業年度

(自　2020年９月１日
　至　2021年８月31日)

当事業年度
(自　2021年９月１日
　至　2022年８月31日)

売上高 ※２ 4,249,190 ※２ 4,662,820

売上原価 ※２ 2,400,430 ※２ 2,896,630

売上総利益 1,848,759 1,766,189

販売費及び一般管理費 ※１,※２ 1,712,284 ※１,※２ 1,889,684

営業利益又は営業損失（△） 136,475 △123,494

営業外収益   

受取利息 ※２ 987 ※２ 592

受取配当金 658 745

貸倒引当金戻入額 12,044 12,647

保険解約返戻金 7,329 －

雑収入 3,853 2,740

営業外収益合計 24,873 16,724

営業外費用   

支払利息 8,998 8,690

支払手数料 － 2,209

債務保証損失引当金繰入額 13,443 9,993

関係会社事業損失引当金繰入額 8,034 28,542

雑損失 469 704

営業外費用合計 30,946 50,140

経常利益又は経常損失（△） 130,402 △156,910

特別利益   

投資有価証券売却益 － 33,339

特別利益合計 － 33,339

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） 130,402 △123,570

法人税、住民税及び事業税 53,250 5,737

法人税等調整額 △20,578 29,695

法人税等合計 32,671 35,433

当期純利益又は当期純損失（△） 97,730 △159,003
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（売上原価明細書）

  
前事業年度

（自　2020年９月１日
至　2021年８月31日）

当事業年度
（自　2021年９月１日
至　2022年８月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

Ⅰ　材料費

 

 

 

※

578,551 22.1 637,565 22.0

Ⅱ　労務費 912,294 35.0 981,191 33.9

Ⅲ　外注費 477,126 18.3 787,764 27.2

Ⅳ　経　費 432,457 24.6 490,109 16.9

　　売上原価合計 2,400,430 100.0 2,896,630 100.0

　原価計算の方法

　　当社は制度として原価計算は行っておりません。

 

（注）※　主な内訳は次のとおりであります。

項目
前事業年度

（自　2020年９月１日
至　2021年８月31日）

当事業年度
（自　2021年９月１日
至　2022年８月31日）

減価償却費 3,971 千円        4,010 千円

　旅費交通費 102,477 104,382

地代家賃 109,629 127,974
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　2020年９月１日　至　2021年８月31日）

     （単位：千円）

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計 
資本準備金 資本剰余金合計

その他利益
剰余金

利益剰余金合計
 繰越利益剰余金

当期首残高 360,058 344,558 344,558 △229,691 △229,691 △225 474,699

会計方針の変更による
累積的影響額        

会計方針の変更を反映し
た当期首残高

360,058 344,558 344,558 △229,691 △229,691 △225 474,699

当期変動額        

当期純利益    97,730 97,730  97,730

自己株式の取得      △208 △208

欠損填補       －

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

       

当期変動額合計 － － － 97,730 97,730 △208 97,522

当期末残高 360,058 344,558 344,558 △131,961 △131,961 △433 572,221

 

    

 評価・換算差額等

純資産合計
 

その他有価証券
評価差額金

評価・換算差額
等合計

当期首残高 19,870 19,870 494,570

会計方針の変更による
累積的影響額    

会計方針の変更を反映し
た当期首残高

19,870 19,870 494,570

当期変動額    

当期純利益   97,730

自己株式の取得   △208

欠損填補   －

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

8,429 8,429 8,429

当期変動額合計 8,429 8,429 105,951

当期末残高 28,299 28,299 600,521
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当事業年度（自　2021年９月１日　至　2022年８月31日）

     （単位：千円）

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計 
資本準備金 資本剰余金合計

その他利益
剰余金

利益剰余金合計
 繰越利益剰余金

当期首残高 360,058 344,558 344,558 △131,961 △131,961 △433 572,221

会計方針の変更による
累積的影響額    △66,376 △66,376  △66,376

会計方針の変更を反映し
た当期首残高

360,058 344,558 344,558 △198,337 △198,337 △433 505,845

当期変動額        

当期純損失（△）    △159,003 △159,003  △159,003

欠損填補  △131,961 △131,961 131,961 131,961  －

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

      －

当期変動額合計 － △131,961 △131,961 △27,042 △27,042 － △159,003

当期末残高 360,058 212,597 212,597 △225,380 △225,380 △433 346,841

 

    

 評価・換算差額等

純資産合計
 

その他有価証券
評価差額金

評価・換算差額
等合計

当期首残高 28,299 28,299 600,521

会計方針の変更による
累積的影響額   △66,376

会計方針の変更を反映し
た当期首残高

28,299 28,299 534,145

当期変動額    

当期純損失（△）   △159,003

欠損填補   －

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

△19,647 △19,647 △19,647

当期変動額合計 △19,647 △19,647 △178,651

当期末残高 8,652 8,652 355,494
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【注記事項】

（重要な会計方針）

１．重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

　時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

市場価格のない株式等

　移動平均法による原価法

 

子会社株式

移動平均法による原価法

 

②　棚卸資産

商品

　個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

 

２．重要な減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産

定率法を採用しております。ただし、建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得し

た建物附属設備及び構築物については、定額法によっております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　３年～38年

 

②　無形固定資産

定額法

　なお、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（３～５年間）に基づい

ております。

 

３．重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

　債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

 
②　賞与引当金

　従業員に対して支給する賞与の支払に備えて、支給見込額の当事業年度負担額を計上しております。

 

③　債務保証損失引当金

　関係会社への債務保証に係る損失に備えるため、被保証者の財政状態を勘案し、損失負担見込額を計上

しております。

 

④　関係会社事業損失引当金

　関係会社における事業損失等に備えるため、関係会社に対する投資を超えて当社が負担することとなる

損失見込額を計上しております。

 

４．のれんの償却方法及び償却期間

　のれんの償却については、３年間の定額法により償却しております。
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５．重要な収益及び費用の計上基準

　当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義務

を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。

　当社は、フィールドサポート事業及び会員サポートセンター事業を主な事業としており、それぞれの事

業においてパソコンやスマートフォン等のデジタル機器に関するサービス及び関連する商品の販売等の提

供を行っております。

①　フィールドサポート事業においては、主に駆けつけサポート、代行設定サポート、ビジネスソリュー

ションサポート、店舗持込サポートに分かれております。

　駆けつけサポート、代行設定サポート及び店舗持込サポートについては、顧客からの依頼によりデ

ジタル機器のトラブル解決及び設置設定サービス等を提供し、顧客に役務提供が完了した時点で履行

義務が充足されると判断し収益を認識しております。

　ビジネスソリューションサポートについては、商品の販売、導入等を提供しており、商品の販売及

び導入に関しては、顧客の検収により履行義務を充足することから、検収時に収益を認識しておりま

す。

②　会員サポートセンター事業においては、会員サポート及び企業のコールセンター業務の受託運営サー

ビスを提供しております。

　会員サポートについては、自社及び提携企業の会員に対し電話及びリモート操作によるサポート

や、デジタル機器に対しての保険・保証付きの定額サービスを顧客との契約に基づき、契約期間にわ

たりサービスを提供する義務を負っており、これらに関する業務を履行義務と識別しております。契

約期間中、サービスが利用可能であり、当該履行義務が時の経過にわたり充足されるため、契約期間

に応じて期間按分し、収益を認識しております。また、保険・保証付きの定額サービスについては、

当社グループの役割が代理人に該当する取引については、顧客から受け取る対価の額から仕入先に支

払う額を控除した純額により収益を算定しております。

　コールセンター業務の受託運営については、履行義務の充足時点は、顧客との契約における義務を

履行するにつれて、顧客が便益を享受するため、履行義務を充足するにつれて、一定の期間にわたり

収益を認識する方法としております。
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（重要な会計上の見積り）

関係会社株式の評価

(1) 当事業年度の財務諸表に計上した金額

(単位：千円)

 前事業年度 当事業年度

関係会社株式 710,566 722,576

 

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

　当社は、市場価格のない関係会社株式の評価について、関係会社の財政状態が悪化もしくは超過収益力が

減少したために実質価額が著しく低下した場合には、経営者によって承認された事業計画を基礎として、関

係会社株式の実質価額の回復可能性を判断し、回復可能性が認められない場合には、相当の減額を行うこと

としております。なお、関係会社株式には超過収益力を反映して取得したものが含まれており、会社は当該

関係会社株式の評価について、超過収益力を反映した価額で減損判定の基礎となる実質価額を算定しており

ます。

　当該事業計画及び超過収益力については、将来の売上成長率等の重要な見積りや仮定に基づいており、主

として市場や顧客等の状況といった外部要因により変動するものであるため、不確実性が伴います。

　これらの見積り及び仮定が、経営環境の悪化等により見直しが必要になった場合、翌事業年度において、

関係会社株式評価損を計上する可能性があります。

 

（会計方針の変更）

（収益認識に関する会計基準等の適用）

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」とい

う。）等を当事業年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又は

サービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。

　これにより、一部の定額サポートサービス取引等に関して、従前は顧客との契約開始時に一時点で収益を認識

しておりましたが、当事業年度より、履行義務を充足するにつれて一定の期間にわたり収益を認識する方法に変

更しております。また収益認識会計基準等は、売上取引の本人と代理人の区分判定を求めており、当社が本人に

該当するときには、財またはサービスの提供と交換に当社が権利を得ると見込む対価の総額を、代理人に該当す

るときには、他の当事者により提供されるように手配することと交換に当社が得ると見込む報酬または手数料の

金額を収益として認識しております。

　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従って

おり、当事業年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当事業年度の期首の繰

越利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。

　この結果、当事業年度の売上高は69,090千円増加し、売上原価は78,804千円増加し、営業損失、経常損失、税

引前当期純損失は9,714千円増加しております。また、繰越利益剰余金の当期首残高は66,376千円減少しており

ます。

　収益認識会計基準等を適用したため、前事業年度の貸借対照表において、流動負債の「その他」に含まれる前

受金は、当事業年度より「契約負債」として表示することといたしました。なお、収益認識会計基準第89-２項

に定める経過的な取扱いに従って、前事業年度について新たな表示方法により組替えを行っておりません。さら

に、収益認識会計基準第89-３項に定める経過的な取扱いに従って、前事業年度に係る顧客との契約から生じる

収益を分解した情報を記載しておりません。

 

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」（企業会

計基準第10号 2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新た

な会計方針を、将来にわたって適用することといたしました。なお、財務諸表に与える影響はありません。

 

（表示方法の変更）

（損益計算書）

　当事業年度より、業務委託費の一部について、営業活動の実態をより適切に反映するため、従来、売上原価と

して計上していた業務委託費の一部を販売費及び一般管理費に計上する方法に変更しております。この変更を反

映するため、前事業年度の損益計算書につきましても表示方法の組替えを行っております。

　この結果、前事業年度の損益計算書において、「売上原価」に表示していた209,711千円を「販売費及び一般

管理費」に組替えております。

 

（貸借対照表関係）

※１　関係会社に対する資産及び負債
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　関係会社に対する金銭債権又は金銭債務の金額は、次のとおりであります。

 

 

前事業年度

（2021年８月31日）

当事業年度

（2022年８月31日）

　短期金銭債権 26,363千円 43,622千円

　長期金銭債権 17,708 11,458

　短期金銭債務 6,174 20,151

 

※２　担保に供している資産及び担保に係る債務

　担保に供している資産は、次のとおりであります。

 

 

前事業年度

（2021年８月31日）

当事業年度

（2022年８月31日）

　関係会社株式 315,000千円 315,000千円

計 315,000 315,000

 

　担保に供している債務は、次のとおりであります。

 

 

前事業年度

（2021年８月31日）

当事業年度

（2022年８月31日）

　１年内返済予定の長期借入金 35,000千円 35,000千円

　長期借入金 61,300 26,300

計 96,300 61,300

 

※３　債務保証

　以下の関係会社の金融機関からの借入に対し債務保証を行っております。
 

 

 

前事業年度

（2021年８月31日）

当事業年度

（2022年８月31日）

　リペアネットワーク株式会社 11,661千円 0千円

（注）債務保証額から債務保証損失引当金として計上された金額を控除した金額を記載しております。
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（損益計算書関係）

※１　販売費に属する費用のおおよその割合は前事業年度43.0％、当事業年度42.0％、一般管理費に属する費

用のおおよその割合は前事業年度57.0％、当事業年度58.0％であります。

　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前事業年度

（自　2020年９月１日
　　至　2021年８月31日）

当事業年度
（自　2021年９月１日

　　至　2022年８月31日）

役員報酬 99,090千円 144,667千円

給与手当 507,252 562,669

減価償却費 12,641 16,053

貸倒引当金繰入額 △790 △151

広告宣伝費 241,431 275,555

支払手数料 195,887 227,315

業務委託費 209,711 208,861

 

※２　関係会社との取引高

 
前事業年度

（自　2020年９月１日
　　至　2021年８月31日）

当事業年度
（自　2021年９月１日

　　至　2022年８月31日）

営業取引による取引高   

売上高 58,175千円 135,109千円

仕入高 44,974 86,713

販売費及び一般管理費 26,888 35,150

営業取引以外の取引による取引高 2,374 383

 

（有価証券関係）

１．子会社株式及び関連会社株式

　子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

（注）市場価格のない株式等の貸借対照表計上額

（単位：千円）

区　分 前事業年度（2021年８月31日） 当事業年度（2022年８月31日）

子会社株式 710,566 722,576
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

（2021年８月31日）
 
 

当事業年度
（2022年８月31日）

繰延税金資産    

繰越欠損金 －千円 49,364千円

貸倒引当金 26,697  22,783

賞与引当金 2,556  1,373

未払事業税 4,480  1,506

減価償却費等 129  241

減損損失 10,217  8,808

契約負債 －  10,173

その他 39,803  52,346

繰延税金資産小計 83,885  146,596

税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額 －  △45,286

将来減算一時差異に係る評価性引当額 △63,307  △81,188

繰延税金資産合計 20,578  20,121

繰延税金負債    

その他有価証券評価差額金 △12,478  3,811

繰延税金負債合計 △12,478  3,811

繰延税金資産（負債）の純額 8,100  16,310

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

 
前事業年度

（2021年８月31日）
 

当事業年度
（2022年８月31日）

　主要な項目別の内訳    

法定実効税率 30.6％  －

（調整）    

交際費等永久に損金に算入されない項目 5.3  －

住民税均等割 3.7  －

法人税額の特別控除 △0.1  －

評価性引当額の増減 △14.2  －

その他 △0.3  －

税効果会計適用後の法人税等の負担率 25.1  －

（注）当事業年度においては、税引前当期純損失が計上されているため、記載を省略しております。

 

（企業結合等関係）

連結財務諸表「注記事項（企業結合等関係）」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。

 

（収益認識関係）

　顧客との契約から生じる収益を認識するための基礎となる情報は、連結財務諸表「注記事項（収益認識関

係）」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。

 

（重要な後発事象）

多額な資金の借入

　連結財務諸表「注記事項（重要な後発事象）（多額な資金の借入）」に同一の内容を記載しているため、注記

を省略しております。
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④【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

資産の種類
当期首残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（千円）

当期償却額
（千円）

当期末残高
（千円）

当期末減価償却累計
額又は償却累計額

（千円）

有形固定資産       

建物 16,095 2,652 － 1,647 17,100 3,621

工具、器具及び備品 22,163 1,791 － 8,589 15,365 22,173

有形固定資産計 38,258 4,443 － 10,236 32,465 25,795

無形固定資産       

ソフトウェア 29,060 6,701 － 9,826 25,935 －

その他 － 10,243 3,418 － 6,825 －

のれん 1,658 － － 907 750 －

無形固定資産計 30,718 16,945 3,418 10,734 33,510 －

（注）１．上記のうち、増加した有形固定資産及び無形固定資産の主な内訳は以下のとおりです。

　　　　・江坂コールセンター内装工事　    2,172千円

　　　　・保証管理システム　　　　　　    2,300千円

 

【引当金明細表】

区分
当期首残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（目的使用）
（千円）

当期減少額
（その他）
（千円）

当期末残高
（千円）

貸倒引当金 55,583 668 － 13,466 42,785

賞与引当金 8,359 4,491 8,359 － 4,491

債務保証損失引当金 18,338 9,993 － － 28,332

関係会社事業損失引当金 8,034 36,576 － 8,034 36,576

（注）１．引当金の計上理由及び額の算定方法については、「第５　経理の状況　２ 財務諸表等（１）財務諸表　注

記事項（重要な会計方針）」に記載のとおりであります。

２．貸倒引当金の「当期減少額（その他）」の13,466千円は、個別債権の回収や一般債権の貸倒実績率による洗

替額、債務保証損失引当金への振替額等であります。

３．関係会社事業損失引当金の「当期減少額（その他）」の8,034千円は、洗替による戻入額であります。

 

（２）【主な資産及び負債の内容】

連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。

 

（３）【その他】

該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 毎年９月１日から翌年８月31日まで

定時株主総会 毎年11月

基準日 毎年８月31日

剰余金の配当の基準日
毎年２月末日

毎年８月31日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り  

取扱場所
大阪市中央区伏見町三丁目６番３号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　大阪証券代行部

株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

取次所 －

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める額

公告掲載方法

電子公告により行う。ただしやむを得ない事由により、電子公告によることが

できない場合は、日本経済新聞に掲載する方法により行う。

当社の公告掲載URLは次のとおり。http://www.j-pcs.jp/

株主に対する特典 あり

（注）１．毎年８月31日現在の株主名簿に記載された、当社株式５単元（500株）以上を保有されている株主様を対象

に、当社グループサービスの金券を贈呈いたします。
 

保有株式数 優待内容

500株以上1,000株未満
当社グループサービスに利用できる30,000円相当の金券

リモートサポート優待券

1,000株以上
当社グループサービスに利用できる50,000円相当の金券

リモートサポート優待券

 

２．当社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使することができない

旨、定款に定めております。

(1）会社法第189条第２項各号に掲げる権利

(2）取得請求権付株式の取得を請求する権利

(3）募集株式または募集新株予約権の割当てを受ける権利
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

 

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1）有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

事業年度（第20期）（自 2020年９月１日 至 2021年８月31日）2021年11月26日近畿財務局長に提出

(2）内部統制報告書及びその添付書類

2021年11月26日近畿財務局長に提出

(3）四半期報告書及び確認書

（第21期第１四半期）（自 2021年９月１日 至 2021年11月30日）2022年１月14日近畿財務局長に提出

（第21期第２四半期）（自 2021年12月１日 至 2022年２月28日）2022年４月14日近畿財務局長に提出

（第21期第３四半期）（自 2022年３月１日 至 2022年５月31日）2022年７月14日近畿財務局長に提出

 

EDINET提出書類

日本ＰＣサービス株式会社(E30999)

有価証券報告書

75/83



第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書  

 

2022年11月28日
 

日本ＰＣサービス株式会社
 

 取締役会　御中  

 

 桜橋監査法人  

 　大阪府大阪市  

 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 宮崎　博

 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 川﨑　健一

 

＜財務諸表監査＞

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる日本PCサービス株式会社の2021年９月１日から2022年８月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結

貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書、連結

財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日本

PCサービス株式会社及び連結子会社の2022年８月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における

当監査法人の責任は、「連結財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職

業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果

たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査上の主要な検討事項

　監査上の主要な検討事項とは、当連結会計年度の連結財務諸表の監査において、監査人が職業的専門家として特に重要

であると判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、連結財務諸表全体に対する監査の実施過程及び監査意見の形

成において対応した事項であり、当監査法人は、当該事項に対して個別に意見を表明するものではない。
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（のれん等の評価）

監査上の主要な検討事項の内容及び決定理由 監査上の対応

　会社は、当連結会計年度末の連結貸借対照表上、のれん

282,145千円及び商標権49,513千円を計上しており、のれ

ん及び商標権（のれん等）合計で総資産の約15％を占めて

いる。

　注記事項（重要な会計上の見積り）に記載されていると

おり、会社は、のれん等を含む資産グループについて、営

業活動から生じる損益が継続してマイナスとなっている場

合等において、のれん等の減損の兆候を識別することとし

ている。減損の兆候があると判断したのれん等について、

割引前将来キャッシュ・フローの総額が帳簿価額を下回る

場合には、のれん等を含む帳簿価額について減損損失を認

識することとしている。割引前将来キャッシュ・フロー

は、経営者によって承認された事業計画を基礎として見積

もっている。

　事業計画における将来キャッシュ・フローの見積りにお

いては、将来の売上成長率等の重要な見積りや仮定に基づ

いており、主として市場や顧客等の状況といった外部要因

により変動するものであるため、不確実性及び経営者の主

観的な判断を伴うものである。上記より、当監査法人は当

該事項を監査上の主要な検討事項に該当するものと判断し

た。

　当監査法人は、のれん等に関する減損損失計上の要否判

定の妥当性を検証するため、主に以下の監査手続を実施し

た。

（１）内部統制の評価

のれん等に関する減損損失計上の要否判定に係る内部統制

の整備・運用状況の有効性を評価した。

（２）減損の兆候の有無、認識の判定及び測定に係る判断

の妥当性の検討

・減損の兆候

減損の兆候の把握が適切に行われていることを確かめるた

め、のれん等を含む資産グループについて、継続的な営業

赤字の有無を確かめるとともに、経営環境の著しい悪化や

その見込みの有無について、会社の会議体における議事録

や関連資料の閲覧及び経営者等への質問を実施した。

・減損の認識及び測定

　将来キャッシュ・フローの基礎となる経営者によって承

認された事業計画の合理性を検討するために、過去実績と

の比較分析や経営者等との協議を実施するとともに、売上

予測については最新の販売実績や営業活動の状況との整合

性の検証を実施した。

 

その他の記載内容

　その他の記載内容は、有価証券報告書に含まれる情報のうち、連結財務諸表及び財務諸表並びにこれらの監査報告書以

外の情報である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任

は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

　当監査法人の連結財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記

載内容に対して意見を表明するものではない。

　連結財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容

と連結財務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのよ

うな重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告す

ることが求められている。

　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

 

連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正に

表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結財務諸表を作成することが適切であるかど

うかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する

必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

連結財務諸表監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表示

がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結財務諸表の利用者の

意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家とし

ての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続

を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切

な監査証拠を入手する。
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・　連結財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評

価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及

び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として連結財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基

づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか

結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結財務諸表の注記

事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、連結財務諸

表に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証

拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠している

かどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに連結財務諸表が基礎とな

る取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・　連結財務諸表に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を

入手する。監査人は、連結財務諸表の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査

意見に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制

の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガー

ドを講じている場合はその内容について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会と協議した事項のうち、当連結会計年度の連結財務諸表の監査で特に重要であると判

断した事項を監査上の主要な検討事項と決定し、監査報告書において記載する。ただし、法令等により当該事項の公表

が禁止されている場合や、極めて限定的ではあるが、監査報告書において報告することにより生じる不利益が公共の利

益を上回ると合理的に見込まれるため、監査人が報告すべきでないと判断した場合は、当該事項を記載しない。

 

＜内部統制監査＞

監査意見

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、日本PCサービス株式会社の

2022年８月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。

　当監査法人は、日本PCサービス株式会社が2022年８月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記

の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財

務報告に係る内部統制の評価結果について、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

監査意見の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制

監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準における当監査法人の責任は、「内部統制監査における監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し

ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適

切な監査証拠を入手したと判断している。

 

内部統制報告書に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に

係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告に係る内部統制の整備及び運用状況を監視、検証することにある。

　なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

 

内部統制監査における監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した内部統制監査に基づいて、内部統制報告書に重要な虚偽表示がないかどうかについ

て合理的な保証を得て、内部統制監査報告書において独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明することにあ

る。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に従って、監査の過程を

通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手するための監査手続を実施す

る。内部統制監査の監査手続は、監査人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性に基づいて選択及び適

用される。

・　財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果について経営者が行った記載を含め、全体としての内部

統制報告書の表示を検討する。

・　内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果に関する十分かつ適切な監査証拠を入手する。監査人

は、内部統制報告書の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任

を負う。
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　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した内部統制監査の範囲とその実施時期、内部統制監査の実施結果、識

別した内部統制の開示すべき重要な不備、その是正結果、及び内部統制の監査の基準で求められているその他の事項につ

いて報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを

講じている場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

以　上

（注）１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出

会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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 独立監査人の監査報告書  

 

2022年11月28日
 

日本ＰＣサービス株式会社
 

 取締役会　御中  

 

 桜橋監査法人  

 　大阪府大阪市  

 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 宮崎　博

 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 川﨑　健一

 

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる日本PCサービス株式会社の2021年９月１日から2022年８月31日までの第21期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対

照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を行った。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日本PC

サービス株式会社の2022年８月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を、全ての重要な点に

おいて適正に表示しているものと認める。

 

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における

当監査法人の責任は、「財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫

理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査

法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査上の主要な検討事項

　監査上の主要な検討事項とは、当事業年度の財務諸表の監査において、監査人が職業的専門家として特に重要であると

判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、財務諸表全体に対する監査の実施過程及び監査意見の形成において対

応した事項であり、当監査法人は、当該事項に対して個別に意見を表明するものではない。
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（関係会社株式の評価）

監査上の主要な検討事項の内容及び決定理由 監査上の対応

　会社は、当事業年度末の貸借対照表上、関係会社株式

722,576千円を計上しており、総資産の約35％を占めてい

る。

　注記事項（重要な会計上の見積り）に記載されていると

おり、会社は、市場価格のない関係会社株式の評価につい

て、関係会社の財政状態が悪化もしくは超過収益力が減少

したために実質価額が著しく低下した場合には、経営者に

よって承認された事業計画を基礎として、関係会社株式の

実質価額の回復可能性を判断し、回復可能性が認められな

い場合には、相当の減額を行うこととしている。なお、関

係会社株式には超過収益力を反映して取得したものが含ま

れており、会社は当該関係会社株式の評価について、超過

収益力を反映した価額で減損判定の基礎となる実質価額を

算定している。

　関係会社株式は、財務諸表における金額的重要性が高い

こと、また、実質価額の回復可能性を判断する上で基礎と

なる事業計画や超過収益力は不確実性及び経営者の重要な

判断を伴うものであることから、当監査法人は当該事項を

監査上の主要な検討事項に該当するものと判断した。

　当監査法人は、市場価格のない関係会社株式の評価の妥

当性を検討するにあたり、主として以下の監査手続を実施

した。

（１）内部統制の評価

　市場価格のない関係会社株式の評価に係る内部統制の整

備・運用状況の有効性を評価した。

（２）関係会社株式の評価に係る判断の妥当性の検討

・関係会社の直近の財務諸表を基礎とした実質価額もしく

は超過収益力を反映した実質価額と取得原価との比較を実

施した。

・財政状態が悪化もしくは超過収益力が減少したために実

質価額が著しく低下した関係会社について、経営者によっ

て承認された事業計画等を入手し、回復可能性の判定の妥

当性を評価した。

・実質価額に反映される超過収益力については、連結財務

諸表上ののれん等として計上されており、連結財務諸表に

係る監査報告書における監査上の主要な検討事項（のれん

等の評価）に記載の監査上の対応を実施した。

 

その他の記載内容

　その他の記載内容は、有価証券報告書に含まれる情報のうち、財務諸表及びその監査報告書以外の情報である。経営者

の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報

告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

　当監査法人の財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内

容に対して意見を表明するものではない。

　財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と財

務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要

な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告す

ることが求められている。

　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

 

財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき財務諸表を作成することが適切であるかどうかを評

価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要があ

る場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

財務諸表監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がな

いかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、財務諸表の利用者の意思決定に影

響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家とし

ての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続

を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な

監査証拠を入手する。
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・　財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の

実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及

び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づ

き、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論

付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において財務諸表の注記事項に注意

を喚起すること、又は重要な不確実性に関する財務諸表の注記事項が適切でない場合は、財務諸表に対して除外事項付

意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将

来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかど

うかとともに、関連する注記事項を含めた財務諸表の表示、構成及び内容、並びに財務諸表が基礎となる取引や会計事

象を適正に表示しているかどうかを評価する。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の

重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを

講じている場合はその内容について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会と協議した事項のうち、当事業年度の財務諸表の監査で特に重要であると判断した事項

を監査上の主要な検討事項と決定し、監査報告書において記載する。ただし、法令等により当該事項の公表が禁止されて

いる場合や、極めて限定的ではあるが、監査報告書において報告することにより生じる不利益が公共の利益を上回ると合

理的に見込まれるため、監査人が報告すべきでないと判断した場合は、当該事項を記載しない。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

（注）１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出

会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。

 

EDINET提出書類

日本ＰＣサービス株式会社(E30999)

有価証券報告書

83/83


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２沿革
	３事業の内容
	４関係会社の状況
	５従業員の状況

	第２事業の状況
	１経営方針、経営環境及び対処すべき課題等
	２事業等のリスク
	３経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析
	４経営上の重要な契約等
	５研究開発活動

	第３設備の状況
	１設備投資等の概要
	２主要な設備の状況
	３設備の新設、除却等の計画

	第４提出会社の状況
	１株式等の状況
	（１）株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	（２）新株予約権等の状況
	①ストックオプション制度の内容
	②ライツプランの内容
	③その他の新株予約権等の状況

	（３）行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等
	（４）発行済株式総数、資本金等の推移
	（５）所有者別状況
	（６）大株主の状況
	（７）議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２自己株式の取得等の状況
	株式の種類等
	（１）株主総会決議による取得の状況
	（２）取締役会決議による取得の状況
	（３）株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容
	（４）取得自己株式の処理状況及び保有状況


	３配当政策
	４コーポレート・ガバナンスの状況等
	（１）コーポレート・ガバナンスの概要
	（２）役員の状況
	（３）監査の状況
	（４）役員の報酬等
	（５）株式の保有状況


	第５経理の状況
	１連結財務諸表等
	（１）連結財務諸表
	①連結貸借対照表
	②連結損益計算書及び連結包括利益計算書
	連結損益計算書
	連結包括利益計算書

	③連結株主資本等変動計算書
	④連結キャッシュ・フロー計算書
	注記事項
	セグメント情報
	関連情報
	報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報
	報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報
	報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報
	関連当事者情報

	⑤連結附属明細表
	社債明細表
	借入金等明細表
	資産除去債務明細表


	（２）その他

	２財務諸表等
	（１）財務諸表
	①貸借対照表
	②損益計算書
	③株主資本等変動計算書
	注記事項

	④附属明細表
	有形固定資産等明細表
	引当金明細表


	（２）主な資産及び負債の内容
	（３）その他


	第６提出会社の株式事務の概要
	第７提出会社の参考情報
	１提出会社の親会社等の情報
	２その他の参考情報


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

